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補助金・相殺措置

１．ルールの概観

（１）ルールの背景

年、 協定の つとして「補助金及び相殺関

税に関する協定」（以下、補助金協定）が発効した（同

協定が策定された背景について詳しくは、 年版不

公正貿易報告書 頁参照）。補助金協定は、途

上国に対する配慮規定が存在するものの、全 加盟

国に適用される。補助金協定は、補助金の定義を明確

化した上で、①あらゆる場合に禁止される補助金（い

わゆるレッド補助金。輸出補助金・国内産品優先補助

金がこれにあたる。）、②他国に「悪影響」を与えた

場合には撤廃等を求められる補助金（いわゆるイエロ

ー補助金。「特定性」のある補助金がこれにあたる。）

の つに分類した上で、 による補助金の撤廃勧告

及び相殺関税という つのルートを用意している。以

下、紛争解決手続による先例の積み重ねによって見え

てきた補助金に関するルールの内実・限界について概

観する。

（２）法的規律の概要

①補助金の定義

補助金協定において、補助金とは、①政府又は公的

機関からの、②資金的貢献によって、③受け手の企業

に「利益」が生じるものと定義されている。

以下、この つの要件について順に検討するが、「資

金的貢献」とは、政府が企業に対して対価を得ること

なく給付する「贈与」に限られず、減税措置や物品・

サービスの提供といったものも含まれる点で、我が国

の国内法（補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律等）における「補助金」よりも広い概念である

点については注意が必要である。

また、補助金協定は物品貿易に関する協定であり、

その規律は補助金による利益が物品に上乗せされる場

合を前提としている点にも注意が必要である。サービ

ス貿易に影響を与える補助金も考えられるところでは

あるが（例えば、教育サービスの輸出としての教師等

の専門家派遣に対する政府支援など）、サービス貿易

に関する補助金は 第 条に基づき交渉中であり、

現状、具体的な規律は存在しない。したがって、補助

金が物品の貿易に影響を与えるのか、サービス貿易に

影響を与えるのか（あるいは両方に影響を与えるのか）

を把握することがまず重要である。

（ａ）「政府又は公的機関」（補助金協定第 条

）

「政府」とはすべての政府機関を含む概念であるが、

「公的機関」とはいかなる機関を指すものか判然とし

ていなかった。この点、上級委員会は、「公的機関」

というためには、政府が株式を保有しているという事

実（すなわち、国有企業であること）だけでは足りず、

政府権限を所有、行使あるいは委譲されているという

事実が必要であると判断した（米国 中国製品に対する

・相殺関税措置（ ）上級委報告書パラ ）。

このような解釈の具体的適用については、上級委員会

が中国の国有商業銀行は中国政府に代わって政府機能

を行使しているとして「公的機関」であると認定した

事例（ 上級委報告書パラ ）が存在する一方

で、鉄鋼等を生産している国有企業については政府機

能を行使する権限が委譲されているとの証拠はないと

第 部 協定と主要ケース

（７） 紛争処理手続に至った ケ

ース

発足以降、 年 月末までに、 紛争解決

手続に基づく協議要請がされた紛争は全体で 件、

そのうち 措置に関する事案は 件で、我が国が

要請したのは 件である。具体的には、 （米国

‐ 年 法）、 （米国‐日本製熱延鋼板 措

置）、 （米国‐日本製表面処理鋼板 のサンセ

ット・レビュー）、 （米国‐ゼロイング及びサン

セット・レビューに関する措置）、 （中国‐日本

製高性能ステンレス継目無鋼管 措置）及び

（韓国‐日本製空気圧バルブ）である（各紛争の申立

国、経過等は資料編第 章参照）。

ウェブページ参照
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拠を求める傾向が見られる。

また、政府介入によって新しい市場が創設されたケ

ースで、上級委員会は、当該政府介入それ自体は「利

益」の供与、すなわち、補助金を構成しないとし、「利

益」の認定に当たっては、「関連市場」を特定した上

で、比較すべき「市場価格」に基づいて利益分析を行

うべき旨の判断を示している。具体的には、カナダ－

オンタリオケースで上級委員会は、補助金措置の客観

的目的・構造自体で「利益」の存在が推定されるとい

う日本の主張を認めず、「関連市場」として「再生可

能エネルギー市場」を特定し、オンタリオにおける過

去の再生可能エネルギー供給制度（

）における再生可能エネルギー市場価格を考慮

し利益分析を行うよう要求。実務上「利益」の認定に

当たっては「市場価格」との比較が要請される旨示唆

された（カナダ－ （ 、 ）上級委報告書パラ

）。

なお、資金的貢献の受け手に「利益」があると判断

される場合、当該受け手によって生産される産品に補

助金の利益が上乗せされるが、当該産品が原材料等で

ある場合（いわゆる「川上産品」）、それを原材料と

して使用して生産される産品（いわゆる「川下産品」）

にも補助金の利益が上乗せされている可能性がある。

具体的には、上級委員会は立木を伐採して丸太を製造

販売する業者に対する補助金の利益が、「補助産品」

である立木を通じて丸太加工業者が生産する軟材に移

転したことが立証されれば、軟材（針葉樹材）も「補

助産品」として相殺関税を課すことができる旨判断し

ている（当然ながら、丸太販売業者と丸太加工業者が

同一企業であるなど両者に関連性があれば、利益は当

然に移転されているものと考えられる。米国－カナダ

産軟材に対する相殺関税措置（ ）上級委報告書パ

ラ ）。直接、補助金を受けている企業によ

って生産される産品だけでなく、補助産品を原材料と

して使用して生産される産品についても「補助産品」

と判断される可能性がある点について注意が必要であ

る。

②レッド補助金

以下に述べる輸出補助金及び国内産品優先補助金

は、いずれも貿易歪曲性が高いものとして、他国への

悪影響の有無にかかわらず供与が禁止されている。こ

のような補助金を供与していると判断された場合、当

該補助金を遅滞なく廃止するよう勧告される（補助金

協定第 条 ）。

（ａ）輸出補助金（補助金協定第 条 ）

補助金協定は、「法令上又は事実上、輸出が行われ

ることに基づいて（唯一の条件としてであるか二以上

の条件のうち一の条件としてであるかを問わない。）

交付される補助金」の交付・維持が禁止されると規定

した上で、注として、「補助金の交付が法的には輸出

が行われることに基づいたものではない場合において

も、当該補助金の交付が実際の又は予想される輸出又

は輸出収入と事実上結び付いていることが事実によっ

て立証されるときは、この基準は、満たされるものと

する。輸出を行う企業に補助金を交付するという単な

る事実のみを理由として、この 条 に規定する輸出

補助金とみなされることはない。」と定めている。こ

の規定により、例えば、法令上、産品を輸出する場合

にのみ供与されることが明記されている補助金が輸出

補助金にあたり禁止されることは明らかであるが、こ

の規定によって禁止される補助金の範囲、特に事実上

の輸出補助金とは何を指すのかについては判然としな

かった。

この点について、上級委員会は、補助金の供与によ

って輸出量が増加するというだけでは輸出補助金には

ならず、輸出補助金とは国内販売に比べて輸出販売に

より強いインセンティブを与える性質を有する補助金

であるとの判断を示した（ –大型航空機（ ）上

級委報告書パラ – ）。また、補助金がそのよ

うな性質を有するか否かは、補助金を供与する政府の

主観的な動機ではなく、当該補助金そのものの客観的

な構造によって判断されるとした（同パラ ）。

具体的には、パネル及び上級委員会が輸出補助金と

判断したものとしては以下のようなものがある。

・外国航空会社が金融機関から航空機を購入する資金

の融資を受ける際、公的機関がその利子を負担する

プログラム（ブラジル－小型航空機（ ））

・海外の子会社を通じて輸出産品を販売した場合には、

その所得について国内販売によって得られた所得

以上の課税免除の特典が得られる課税制度（米国－

外国小売業者への課税制度（ ））

・輸出価格が基準価格を下回った場合、輸出者に対し

てその差額を補填する補助金（米国－高地産綿花補

助金（ ））

政府系金融機関による輸出に対する支援（輸出産品

の購入先がその購入資金を金融機関から借り受ける際、

第 部 協定と主要ケース

して「公的機関」と認定しなかった事例（米国 中国か

らの特定の輸入品に対する相殺関税措置（ ）パネ

ル報告書パラ 、 等）が参考になる。

また、この解釈によれば、経営再建のため一時国有

化された企業は「公的機関」にはならないものと思わ

れる一方、仮に政府の株式保有比率が低くても「政府

権限を委譲されている」と判断されれば「公的機関」

と判断されることになろう。

（ｂ）「資金的貢献」（補助金協定第 条

）

補助金協定における「資金的貢献」とは、政府から

の贈与に限らず、貸付・出資・債務保証・減税等の収

入の放棄・物品及びサービスの提供といったあらゆる

財産的価値の積極的消極的移転を含む概念である。

物品・サービスの提供や物品の購入といった措置は、

我が国の国内法（補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律等）においては「補助金」にはあたらな

いが、例えば、政府による物品の購入が不相当な対価

でなされていた場合、相当ではない対価部分について

は政府から「贈与」がなされた場合と同様の経済的な

効果が生じることになる。このような現象を補助金協

定の規律から排除することは、政府からの贈与と同様

の効果を狙っての不相当な対価での物品購入といった

「迂回」を許すことにもなりかねない。したがって、

対価の相当性については後述の「利益」の有無という

要件で判断されることになるが、補助金協定は「利益」

を生む可能性のある政府からの財政的措置については、

ひとまず「資金的貢献」にあたるものとして捉え、実

質的な判断は「利益」の要件で審査することを求めて

いるものと考えられる。

そうすると、「資金的貢献」の要件は、財政的措置

ではない政府による措置については補助金協定の規律

の対象外とするという機能を有しているものといえる。

例えば、政府が規制権限を行使して特定産品について

市場価格よりも高い公定価格を決定し、同価格以下で

の販売を禁止した結果、同産品の生産者に利益が生じ

たとしても、その事実のみでは政府からの財政的措置

があったとはいえないので、このような措置は補助金

協定の対象外となる。

なお、「資金的貢献」が民間団体によってなされた

場合であっても、それが政府又は公的機関からの委託・

指示を受けてなされた場合には、政府又は公的機関か

らの資金的貢献があったものとして扱われる（補助金

協定第 条 ）。この規定は、政府が民間

団体を介して補助金を供与することで補助金協定の規

律から逃れることを防ぐために設けられたものであり、

政府が民間団体をその「代理」として使って補助金を

供与する場合も補助金協定の対象とする趣旨である

（ – 上級委パラ ）。委託・指示の内

容について、上級委員会はいかなる行為がこれに該当

するか抽象的に示すことは困難としつつ、政府による

行政指導が委託・指示に該当し得ると判断している。

（ｃ）「利益」について（補助金協定第 条 ）

前述のとおり、補助金協定上の補助金とは「資金的

貢献」によって「利益」が生じるものであるが、上級

委員会によれば、「利益」とは、市場価格と比較して

政府による資金的貢献の方が受け手にとってより有利

な条件であることを意味する（カナダ 民間航空機

（ ）上級委報告書パラ ）。すなわち、政府が受

け手から資金的貢献に見合った相当な対価の支払を受

けない場合、受け手に「利益」があると判断されるこ

とになる。具体的には、政府が民間企業に金銭を一方

的に贈与した場合はもちろん、民間の金融機関よりも

低い利率によって政府が融資した場合や、政府が市場

価格よりも高い価格で企業から物品を購入することな

ども、資金的貢献の受け手に「利益」があると判断さ

れることになる（具体的な事例は補助金協定第 条

に例示されている。）。

このように、「利益」の有無は市場価格や金利とい

った市場における条件等との比較によって決まる。も

っとも、何が「市場価格」なのかは具体的事例によっ

ては明らかではないケースも多い。例えば、融資は融

資先の信用力、融資事業の有望性、融資金額、その時

点での市場金利等のあらゆる事情を考慮した上で、融

資する金融機関がそのリスクを判断し、借り手企業と

交渉の上、最終的に条件が確定するものである。政府

から融資を受けた企業が「利益」を受けたといえるか

否かを判断するためには「市場価格」が何であったか

を決めなければならないが、政府によって融資を受け

た借り手と全く同一の状況にあって民間金融機関から

融資を受けた企業が存在するとは想定しにくいため、

比較すべき「市場価格」は現実には存在しない価格を

様々な状況から推定して決める必要がある。したがっ

て、比較すべき「市場価格」として何が適切かについ

て、パネルないし上級委員会が政府からの資金的貢献

がなされた際の事情を分析した説得力のある議論・証
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拠を求める傾向が見られる。

また、政府介入によって新しい市場が創設されたケ

ースで、上級委員会は、当該政府介入それ自体は「利

益」の供与、すなわち、補助金を構成しないとし、「利

益」の認定に当たっては、「関連市場」を特定した上

で、比較すべき「市場価格」に基づいて利益分析を行

うべき旨の判断を示している。具体的には、カナダ－

オンタリオケースで上級委員会は、補助金措置の客観

的目的・構造自体で「利益」の存在が推定されるとい

う日本の主張を認めず、「関連市場」として「再生可

能エネルギー市場」を特定し、オンタリオにおける過

去の再生可能エネルギー供給制度（

）における再生可能エネルギー市場価格を考慮

し利益分析を行うよう要求。実務上「利益」の認定に

当たっては「市場価格」との比較が要請される旨示唆

された（カナダ－ （ 、 ）上級委報告書パラ

）。

なお、資金的貢献の受け手に「利益」があると判断

される場合、当該受け手によって生産される産品に補

助金の利益が上乗せされるが、当該産品が原材料等で

ある場合（いわゆる「川上産品」）、それを原材料と

して使用して生産される産品（いわゆる「川下産品」）

にも補助金の利益が上乗せされている可能性がある。

具体的には、上級委員会は立木を伐採して丸太を製造

販売する業者に対する補助金の利益が、「補助産品」

である立木を通じて丸太加工業者が生産する軟材に移

転したことが立証されれば、軟材（針葉樹材）も「補

助産品」として相殺関税を課すことができる旨判断し

ている（当然ながら、丸太販売業者と丸太加工業者が

同一企業であるなど両者に関連性があれば、利益は当

然に移転されているものと考えられる。米国－カナダ

産軟材に対する相殺関税措置（ ）上級委報告書パ

ラ ）。直接、補助金を受けている企業によ

って生産される産品だけでなく、補助産品を原材料と

して使用して生産される産品についても「補助産品」

と判断される可能性がある点について注意が必要であ

る。

②レッド補助金

以下に述べる輸出補助金及び国内産品優先補助金

は、いずれも貿易歪曲性が高いものとして、他国への

悪影響の有無にかかわらず供与が禁止されている。こ

のような補助金を供与していると判断された場合、当

該補助金を遅滞なく廃止するよう勧告される（補助金

協定第 条 ）。

（ａ）輸出補助金（補助金協定第 条 ）

補助金協定は、「法令上又は事実上、輸出が行われ

ることに基づいて（唯一の条件としてであるか二以上

の条件のうち一の条件としてであるかを問わない。）

交付される補助金」の交付・維持が禁止されると規定

した上で、注として、「補助金の交付が法的には輸出

が行われることに基づいたものではない場合において

も、当該補助金の交付が実際の又は予想される輸出又

は輸出収入と事実上結び付いていることが事実によっ

て立証されるときは、この基準は、満たされるものと

する。輸出を行う企業に補助金を交付するという単な

る事実のみを理由として、この 条 に規定する輸出

補助金とみなされることはない。」と定めている。こ

の規定により、例えば、法令上、産品を輸出する場合

にのみ供与されることが明記されている補助金が輸出

補助金にあたり禁止されることは明らかであるが、こ

の規定によって禁止される補助金の範囲、特に事実上

の輸出補助金とは何を指すのかについては判然としな

かった。

この点について、上級委員会は、補助金の供与によ

って輸出量が増加するというだけでは輸出補助金には

ならず、輸出補助金とは国内販売に比べて輸出販売に

より強いインセンティブを与える性質を有する補助金

であるとの判断を示した（ –大型航空機（ ）上

級委報告書パラ – ）。また、補助金がそのよ

うな性質を有するか否かは、補助金を供与する政府の

主観的な動機ではなく、当該補助金そのものの客観的

な構造によって判断されるとした（同パラ ）。

具体的には、パネル及び上級委員会が輸出補助金と

判断したものとしては以下のようなものがある。

・外国航空会社が金融機関から航空機を購入する資金

の融資を受ける際、公的機関がその利子を負担する

プログラム（ブラジル－小型航空機（ ））

・海外の子会社を通じて輸出産品を販売した場合には、

その所得について国内販売によって得られた所得

以上の課税免除の特典が得られる課税制度（米国－

外国小売業者への課税制度（ ））

・輸出価格が基準価格を下回った場合、輸出者に対し

てその差額を補填する補助金（米国－高地産綿花補

助金（ ））

政府系金融機関による輸出に対する支援（輸出産品

の購入先がその購入資金を金融機関から借り受ける際、

第 部 協定と主要ケース

して「公的機関」と認定しなかった事例（米国 中国か

らの特定の輸入品に対する相殺関税措置（ ）パネ

ル報告書パラ 、 等）が参考になる。

また、この解釈によれば、経営再建のため一時国有

化された企業は「公的機関」にはならないものと思わ

れる一方、仮に政府の株式保有比率が低くても「政府

権限を委譲されている」と判断されれば「公的機関」

と判断されることになろう。

（ｂ）「資金的貢献」（補助金協定第 条

）

補助金協定における「資金的貢献」とは、政府から

の贈与に限らず、貸付・出資・債務保証・減税等の収

入の放棄・物品及びサービスの提供といったあらゆる

財産的価値の積極的消極的移転を含む概念である。

物品・サービスの提供や物品の購入といった措置は、

我が国の国内法（補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律等）においては「補助金」にはあたらな

いが、例えば、政府による物品の購入が不相当な対価

でなされていた場合、相当ではない対価部分について

は政府から「贈与」がなされた場合と同様の経済的な

効果が生じることになる。このような現象を補助金協

定の規律から排除することは、政府からの贈与と同様

の効果を狙っての不相当な対価での物品購入といった

「迂回」を許すことにもなりかねない。したがって、

対価の相当性については後述の「利益」の有無という

要件で判断されることになるが、補助金協定は「利益」

を生む可能性のある政府からの財政的措置については、

ひとまず「資金的貢献」にあたるものとして捉え、実

質的な判断は「利益」の要件で審査することを求めて

いるものと考えられる。

そうすると、「資金的貢献」の要件は、財政的措置

ではない政府による措置については補助金協定の規律

の対象外とするという機能を有しているものといえる。

例えば、政府が規制権限を行使して特定産品について

市場価格よりも高い公定価格を決定し、同価格以下で

の販売を禁止した結果、同産品の生産者に利益が生じ

たとしても、その事実のみでは政府からの財政的措置

があったとはいえないので、このような措置は補助金

協定の対象外となる。

なお、「資金的貢献」が民間団体によってなされた

場合であっても、それが政府又は公的機関からの委託・

指示を受けてなされた場合には、政府又は公的機関か

らの資金的貢献があったものとして扱われる（補助金

協定第 条 ）。この規定は、政府が民間

団体を介して補助金を供与することで補助金協定の規

律から逃れることを防ぐために設けられたものであり、

政府が民間団体をその「代理」として使って補助金を

供与する場合も補助金協定の対象とする趣旨である

（ – 上級委パラ ）。委託・指示の内

容について、上級委員会はいかなる行為がこれに該当

するか抽象的に示すことは困難としつつ、政府による

行政指導が委託・指示に該当し得ると判断している。

（ｃ）「利益」について（補助金協定第 条 ）

前述のとおり、補助金協定上の補助金とは「資金的

貢献」によって「利益」が生じるものであるが、上級

委員会によれば、「利益」とは、市場価格と比較して

政府による資金的貢献の方が受け手にとってより有利

な条件であることを意味する（カナダ 民間航空機

（ ）上級委報告書パラ ）。すなわち、政府が受

け手から資金的貢献に見合った相当な対価の支払を受

けない場合、受け手に「利益」があると判断されるこ

とになる。具体的には、政府が民間企業に金銭を一方

的に贈与した場合はもちろん、民間の金融機関よりも

低い利率によって政府が融資した場合や、政府が市場

価格よりも高い価格で企業から物品を購入することな

ども、資金的貢献の受け手に「利益」があると判断さ

れることになる（具体的な事例は補助金協定第 条

に例示されている。）。

このように、「利益」の有無は市場価格や金利とい

った市場における条件等との比較によって決まる。も

っとも、何が「市場価格」なのかは具体的事例によっ

ては明らかではないケースも多い。例えば、融資は融

資先の信用力、融資事業の有望性、融資金額、その時

点での市場金利等のあらゆる事情を考慮した上で、融

資する金融機関がそのリスクを判断し、借り手企業と

交渉の上、最終的に条件が確定するものである。政府

から融資を受けた企業が「利益」を受けたといえるか

否かを判断するためには「市場価格」が何であったか

を決めなければならないが、政府によって融資を受け

た借り手と全く同一の状況にあって民間金融機関から

融資を受けた企業が存在するとは想定しにくいため、

比較すべき「市場価格」は現実には存在しない価格を

様々な状況から推定して決める必要がある。したがっ

て、比較すべき「市場価格」として何が適切かについ

て、パネルないし上級委員会が政府からの資金的貢献

がなされた際の事情を分析した説得力のある議論・証
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補助金の「廃止」とはいえないと判断した（豪州－自

動車用皮革補助金（ ）履行確認パネル報告書パラ

）。この判断内容は我が国を含む多くの加盟国か

ら厳しく批判され、その後、パネル・上級委員会が補

助金の返還がないことをもって補助金が「廃止」され

ていないとの判断は示していない。補助金「廃止」勧

告を満たすために企業からの補助金の返還が必要なの

か否か（仮に返還が必要だとして、その返還の範囲）

について、「廃止」の意味するところについて今後の

判断が待たれる。

（ｄ） 勧告不履行の対抗措置

補助金の廃止を求める 勧告が履行されない場合、

協議要請した加盟国は適当な対抗措置（関税引上げ等）

をとることができる（補助金協定第 条 ）。この「適

当な」の意味について、同条は注において「この条に

規定する補助金が禁止されているという事実に照らし

て均衡を失する対抗措置を認めることを意味するもの

ではない。」としている。

この規定は、 勧告不履行の際の対抗措置の程度

について「無効化又は侵害の程度と同等のものとする。」

と規定する 第 条 の特則といえる。すなわち、

補助金以外の協定違反に関する紛争については、他の

加盟国の協定違反により協議要請した国の利益が「無

効化又は侵害」されていることが 勧告を受けるた

めの要件となっている（ 第 条。なお、 第

条 によって協定違反の事実により協議要請した国の

利益の無効化・侵害は推定され、協議要請を受けた国

が反証する責任を負っている。）。これに対し、輸出

補助金及び国内産品優先補助金については、協議要請

された補助金がかかる性質を有するという事実のみを

もって廃止勧告がなされるのであって、協議要請した

国に「無効化又は侵害」があったか否かは問われない。

したがって、対抗措置の程度を画する「無効化又は侵

害の程度」という概念は輸出補助金及び国内産品優先

補助金には存在せず、代わりに「適当な」程度の対抗

措置が認められているものと考えられる。

具体的には、「適当な対抗措置」として、政府によ

って供与されたレッド補助金の総額が対抗措置の上限

として認められる例が多い。もっとも、 勧告の履

行を促すためにはより高い程度の対抗措置が必要とし

て、算定した額に ％を上乗せした金額を対抗措置と

して認めた例もある（カナダ－航空機輸出信用プログ

ラム（ ）仲裁決定パラ ）。このように、レ

ッド補助金の廃止勧告不履行に対する対抗措置の上限

については、仲裁人が「適当」と考える金額であり、

その判断には仲裁人の裁量が事実上認められるとも評

価することができる。したがって、その上限は予測で

きない点も多く、補助金協定以外の協定違反に対する

対抗措置に比べて高額になることもあり得る点に注意

が必要である。

③イエロー補助金

輸出補助金及び国内産品優先補助金にあたらない

補助金であっても、「特定性」のある補助金について

は他国に悪影響を及ぼした場合 から当該補助金の

廃止もしくは悪影響の除去を勧告されることになる。

ここでは「特定性」とはいかなる概念か、そして「悪

影響」とはいかなる場合を指すかが問題となってくる。

（ａ）特定性

補助金協定第 条 は特定性の有無を判断するため

の「原則」について定めているが、その内容は以下の

ようなものである。

（ ）補助金の交付対象が明示的に特定の企業・産業に

限定されている場合 特定性あり

（ ）補助金の交付対象やその額が客観的な基準・条件

によって定められている場合 特定性なし

（ ）（ ）及び（ ）によれば特定性がないと考えられ

るが、事実上、補助金が特定の企業・産業に利用

されていると判断できる場合 特定性あり

上記のような「原則」について、上級委員会は、（ ）

及び（ ）はともに補助金の受給資格に関する規定であ

り、特定性の有無に関して同時に両規定の要素を検討

すべきだとしている（米国 中国製品に対する ・相

殺関税措置（ ）上級委報告書パラ ）。受給資

格に関する規定であるとの観点から（ ）及び（ ）を

見ると、あらゆる産業が受給し得る補助金は特定性が

なく、特定の産業のみが受給する補助金（すなわち、

一定の企業・産業は補助金を受給する資格がない補助

金）は特定性があるということができる。すなわち、

補助金の交付要件として一定の基準や条件（例えば、

売上高・収益状況・雇用人数など）を定めている補助

金は、当該基準・条件を満たせばいかなる業種であっ

ても補助金の交付を受ける可能性があるが、補助金の

交付条件において特定の企業・産業のみに申請を認め

る補助金は、特定の企業・産業ではないという事実の

みをもって補助金の交付先から当然に排斥される企

第 部 協定と主要ケース

輸入者あるいは輸入者に対して貸し付ける金融機関に

輸出国の政府又は公的金融機関が低利で融資を行う形

態などがある。以下、「輸出信用」）は、その融資が

輸出に基づいて行われるという性質上、輸出補助金に

あたる。もっとも、 における参加国間で取りきめ

た紳士協定である 輸出信用アレンジメントに定

められた条件の範囲内で供与される輸出信用は輸出補

助金とみなさないこととされている（補助金協定附属

書 （ ）項第 段落）。なお、 輸出信用アレンジ

メントには他国がアレンジメントから逸脱した輸出信

用を行った場合に、それに対応して自国も 輸出

信用アレンジメントから逸脱した輸出信用を行うこと

が認められているが（マッチング）、パネルはマッチ

ングによる輸出信用は輸出補助金とみなされない補助

金にはあたらないと判断している（カナダ－航空機輸

出信用プログラム（ ）パネル報告書 パラ ）。

（ｂ）国内産品優先補助金（補助金協定第 条

）

補助金協定は、輸出補助金に加えて「輸入物品より

も国産物品を優先することに基づいて（唯一の条件と

してであるか二以上の条件のうち一の条件としてであ

るかを問わない。）交付される補助金」の交付・維持

も禁止される旨定めている。この規定は、 第 条

によって禁止されている「内国民待遇違反」にあた

る補助金が禁止されることを補助金協定上も明記する

趣旨で規定されているものである。すなわち、産品を

生産する際に使用する部品が国内産か外国産かによっ

て補助金の受給について差別的な取扱いをする補助金

が「国内産品優先補助金」である。具体的には、国内

で生産された部品を使用した場合に限って補助金を供

与するものや、生産者が産品を生産する際に使用する

部品について海外で生産された産品を使用する場合よ

りも国内で生産された産品を使用した場合に多くの補

助金を受けることができる構造を有する補助金が国内

産品優先補助金にあたる。この点、上級委員会は、こ

のような補助金の差別的な構造が法令上明記されてい

る場合に限らず、事実上、産品の生産に国内で生産さ

れた部品の使用が優先されている補助金についても、

国内産品優先補助金にあたると判断している（ –

（ ）上級委報告書パラ ）。

なお、国内生産者に対してのみ補助金を供与し、海

外生産者に対して補助金を供与しないことは内国民待

遇違反にはあたらず（ 第 条 （ ））、補助金協

定上も禁止されていない。禁止されているのは、産品

の生産に用いられる部品において内外差別を行うこと

であり、産品の生産そのものに関して国内生産者のみ

に補助金を供与することは禁止されていない点に注意

が必要である。

農産品について、上級委員会は、国内産品優先補助

金に関しては農業協定において特別の規定はなく、原

則どおり補助金協定第 条 （ ）の規律が適用される

と判断している（米国－高地産綿花補助金（ ）上

級委報告書パラ ）。

（ｃ）レッド補助金の効果

前述のとおり、輸出補助金と国内産品優先補助金の

交付・維持は禁止されている（補助金協定第 条 ）。

加盟国は、他の加盟国がこれらの補助金を交付・

維持していると考えられる場合、紛争解決手続を利用

することができる。輸出補助金に関する紛争はより迅

速に処理することが必要と考えられており、紛争解決

手続に関する了解（ ）に定められている期間の半分

の期間で処理されるものとされている（補助金協定第

条 ）。審理の結果、パネルないし上級委員会が当

該補助金は輸出補助金又は国内産品優先補助金にあた

ると判断した場合、加盟国に対して当該補助金を遅滞

なく廃止するように勧告する（補助金協定第 条 ）。

具体的には、 か月以内での補助金の廃止を勧告する

ケースが多い。

勧告を受けた加盟国は補助金を廃止しなければな

らないが、具体的に何をもって補助金の「廃止」とい

えるかについては明確ではない。問題となるのは、勧

告を受けた補助金を今後供与しないということで「廃

止」といえるのか、それとも既に供与した補助金を返

金させなければ「廃止」といえないのか（さらに、返

金が求められるとして、企業に供与された全額か手元

に残っている利益に限られるか）である。この点につ

いては、いまだパネル・上級委員会の判断から明確に

なったとはいえない。

この点について、豪州－皮革事件の履行確認パネル

において判断が示された。補助金廃止勧告を受けた豪

州は今後補助金を供与しないということで補助金の

「廃止」といえると主張し、米国は期限までに補助金

を受けた企業の手元に残っている利益が返還されなけ

れば補助金の「廃止」とはいえないと主張した。これ

に対し、パネルは豪州・米国のいずれの主張も採用せ

ず、供与された補助金の全額について返金しなければ
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補助金の「廃止」とはいえないと判断した（豪州－自

動車用皮革補助金（ ）履行確認パネル報告書パラ

）。この判断内容は我が国を含む多くの加盟国か

ら厳しく批判され、その後、パネル・上級委員会が補

助金の返還がないことをもって補助金が「廃止」され

ていないとの判断は示していない。補助金「廃止」勧

告を満たすために企業からの補助金の返還が必要なの

か否か（仮に返還が必要だとして、その返還の範囲）

について、「廃止」の意味するところについて今後の

判断が待たれる。

（ｄ） 勧告不履行の対抗措置

補助金の廃止を求める 勧告が履行されない場合、

協議要請した加盟国は適当な対抗措置（関税引上げ等）

をとることができる（補助金協定第 条 ）。この「適

当な」の意味について、同条は注において「この条に

規定する補助金が禁止されているという事実に照らし

て均衡を失する対抗措置を認めることを意味するもの

ではない。」としている。

この規定は、 勧告不履行の際の対抗措置の程度

について「無効化又は侵害の程度と同等のものとする。」

と規定する 第 条 の特則といえる。すなわち、

補助金以外の協定違反に関する紛争については、他の

加盟国の協定違反により協議要請した国の利益が「無

効化又は侵害」されていることが 勧告を受けるた

めの要件となっている（ 第 条。なお、 第

条 によって協定違反の事実により協議要請した国の

利益の無効化・侵害は推定され、協議要請を受けた国

が反証する責任を負っている。）。これに対し、輸出

補助金及び国内産品優先補助金については、協議要請

された補助金がかかる性質を有するという事実のみを

もって廃止勧告がなされるのであって、協議要請した

国に「無効化又は侵害」があったか否かは問われない。

したがって、対抗措置の程度を画する「無効化又は侵

害の程度」という概念は輸出補助金及び国内産品優先

補助金には存在せず、代わりに「適当な」程度の対抗

措置が認められているものと考えられる。

具体的には、「適当な対抗措置」として、政府によ

って供与されたレッド補助金の総額が対抗措置の上限

として認められる例が多い。もっとも、 勧告の履

行を促すためにはより高い程度の対抗措置が必要とし

て、算定した額に ％を上乗せした金額を対抗措置と

して認めた例もある（カナダ－航空機輸出信用プログ

ラム（ ）仲裁決定パラ ）。このように、レ

ッド補助金の廃止勧告不履行に対する対抗措置の上限

については、仲裁人が「適当」と考える金額であり、

その判断には仲裁人の裁量が事実上認められるとも評

価することができる。したがって、その上限は予測で

きない点も多く、補助金協定以外の協定違反に対する

対抗措置に比べて高額になることもあり得る点に注意

が必要である。

③イエロー補助金

輸出補助金及び国内産品優先補助金にあたらない

補助金であっても、「特定性」のある補助金について

は他国に悪影響を及ぼした場合 から当該補助金の

廃止もしくは悪影響の除去を勧告されることになる。

ここでは「特定性」とはいかなる概念か、そして「悪

影響」とはいかなる場合を指すかが問題となってくる。

（ａ）特定性

補助金協定第 条 は特定性の有無を判断するため

の「原則」について定めているが、その内容は以下の

ようなものである。

（ ）補助金の交付対象が明示的に特定の企業・産業に

限定されている場合 特定性あり

（ ）補助金の交付対象やその額が客観的な基準・条件

によって定められている場合 特定性なし

（ ）（ ）及び（ ）によれば特定性がないと考えられ

るが、事実上、補助金が特定の企業・産業に利用

されていると判断できる場合 特定性あり

上記のような「原則」について、上級委員会は、（ ）

及び（ ）はともに補助金の受給資格に関する規定であ

り、特定性の有無に関して同時に両規定の要素を検討

すべきだとしている（米国 中国製品に対する ・相

殺関税措置（ ）上級委報告書パラ ）。受給資

格に関する規定であるとの観点から（ ）及び（ ）を

見ると、あらゆる産業が受給し得る補助金は特定性が

なく、特定の産業のみが受給する補助金（すなわち、

一定の企業・産業は補助金を受給する資格がない補助

金）は特定性があるということができる。すなわち、

補助金の交付要件として一定の基準や条件（例えば、

売上高・収益状況・雇用人数など）を定めている補助

金は、当該基準・条件を満たせばいかなる業種であっ

ても補助金の交付を受ける可能性があるが、補助金の

交付条件において特定の企業・産業のみに申請を認め

る補助金は、特定の企業・産業ではないという事実の

みをもって補助金の交付先から当然に排斥される企
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輸入者あるいは輸入者に対して貸し付ける金融機関に

輸出国の政府又は公的金融機関が低利で融資を行う形

態などがある。以下、「輸出信用」）は、その融資が

輸出に基づいて行われるという性質上、輸出補助金に

あたる。もっとも、 における参加国間で取りきめ

た紳士協定である 輸出信用アレンジメントに定

められた条件の範囲内で供与される輸出信用は輸出補

助金とみなさないこととされている（補助金協定附属

書 （ ）項第 段落）。なお、 輸出信用アレンジ

メントには他国がアレンジメントから逸脱した輸出信

用を行った場合に、それに対応して自国も 輸出

信用アレンジメントから逸脱した輸出信用を行うこと

が認められているが（マッチング）、パネルはマッチ

ングによる輸出信用は輸出補助金とみなされない補助

金にはあたらないと判断している（カナダ－航空機輸

出信用プログラム（ ）パネル報告書 パラ ）。

（ｂ）国内産品優先補助金（補助金協定第 条

）

補助金協定は、輸出補助金に加えて「輸入物品より

も国産物品を優先することに基づいて（唯一の条件と

してであるか二以上の条件のうち一の条件としてであ

るかを問わない。）交付される補助金」の交付・維持

も禁止される旨定めている。この規定は、 第 条

によって禁止されている「内国民待遇違反」にあた

る補助金が禁止されることを補助金協定上も明記する

趣旨で規定されているものである。すなわち、産品を

生産する際に使用する部品が国内産か外国産かによっ

て補助金の受給について差別的な取扱いをする補助金

が「国内産品優先補助金」である。具体的には、国内

で生産された部品を使用した場合に限って補助金を供

与するものや、生産者が産品を生産する際に使用する

部品について海外で生産された産品を使用する場合よ

りも国内で生産された産品を使用した場合に多くの補

助金を受けることができる構造を有する補助金が国内

産品優先補助金にあたる。この点、上級委員会は、こ

のような補助金の差別的な構造が法令上明記されてい

る場合に限らず、事実上、産品の生産に国内で生産さ

れた部品の使用が優先されている補助金についても、

国内産品優先補助金にあたると判断している（ –

（ ）上級委報告書パラ ）。

なお、国内生産者に対してのみ補助金を供与し、海

外生産者に対して補助金を供与しないことは内国民待

遇違反にはあたらず（ 第 条 （ ））、補助金協

定上も禁止されていない。禁止されているのは、産品

の生産に用いられる部品において内外差別を行うこと

であり、産品の生産そのものに関して国内生産者のみ

に補助金を供与することは禁止されていない点に注意

が必要である。

農産品について、上級委員会は、国内産品優先補助

金に関しては農業協定において特別の規定はなく、原

則どおり補助金協定第 条 （ ）の規律が適用される

と判断している（米国－高地産綿花補助金（ ）上

級委報告書パラ ）。

（ｃ）レッド補助金の効果

前述のとおり、輸出補助金と国内産品優先補助金の

交付・維持は禁止されている（補助金協定第 条 ）。

加盟国は、他の加盟国がこれらの補助金を交付・

維持していると考えられる場合、紛争解決手続を利用

することができる。輸出補助金に関する紛争はより迅

速に処理することが必要と考えられており、紛争解決

手続に関する了解（ ）に定められている期間の半分

の期間で処理されるものとされている（補助金協定第

条 ）。審理の結果、パネルないし上級委員会が当

該補助金は輸出補助金又は国内産品優先補助金にあた

ると判断した場合、加盟国に対して当該補助金を遅滞

なく廃止するように勧告する（補助金協定第 条 ）。

具体的には、 か月以内での補助金の廃止を勧告する

ケースが多い。

勧告を受けた加盟国は補助金を廃止しなければな

らないが、具体的に何をもって補助金の「廃止」とい

えるかについては明確ではない。問題となるのは、勧

告を受けた補助金を今後供与しないということで「廃

止」といえるのか、それとも既に供与した補助金を返

金させなければ「廃止」といえないのか（さらに、返

金が求められるとして、企業に供与された全額か手元

に残っている利益に限られるか）である。この点につ

いては、いまだパネル・上級委員会の判断から明確に

なったとはいえない。

この点について、豪州－皮革事件の履行確認パネル

において判断が示された。補助金廃止勧告を受けた豪

州は今後補助金を供与しないということで補助金の

「廃止」といえると主張し、米国は期限までに補助金

を受けた企業の手元に残っている利益が返還されなけ

れば補助金の「廃止」とはいえないと主張した。これ

に対し、パネルは豪州・米国のいずれの主張も採用せ

ず、供与された補助金の全額について返金しなければ
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であるとの判断がパネルによって示されている。この

ような判断からすると、因果関係の判断には定性的な

判断が重要であるとのパネル及び上級委員会の判断傾

向を見ることができるであろう。

現行協定発効以降、パネル及び上級委員会で補助金

が「著しい害」を与えたと判断された補助金は以下の

ようなものである。

・国内産品を一定割合使用した場合等に限って認めら

れる国内税の免除（インドネシア－自動車パネル報

告書、なお、かかる補助金は国内産品優先補助金に

あたるが、補助金協定第 条 により当時インド

ネシアは補助金協定第 条 （ ）の適用を受けなか

ったという事情がある。）

→インドネシア国内市場において、補助産品の価格を

同種の産品よりも著しく下回らせたと認定。

・市場価格に連動して補助金額が変動する補助金（米

国－高地産綿花補助金（ ）上級委）

→世界市場において同種の産品の価格を著しく押し下

げたと認定。

・新型民間航空機製造のための低利融資であって、完

成した新型機の売上げが目標に達しない場合には

返済義務を免除される補助金（いわゆる「ローンチ・

エイド」。 –大型航空機（ ）上級委報告書）

→ 域内市場における輸入代替、第三国市場における

輸入代替、同種の産品の販売の著しい減少をもたら

したと認定。

・新型民間航空機開発のための米国政府からの資金

・施設等の提供及び航空機の売上げに連動した減税措

置（米国－大型航空機（ ））

→第三国市場における輸入代替、同種の産品の販売の

著しい減少、価格上昇の妨げをもたらしたと認定。

このように、今まで「著しい害」を生じさせたと判

断された補助金は、いずれも産品の価格を直接引き下

げることを目的とするものであるといえる。すなわち、

これらの補助金は、補助金という「下駄」を履かせる

ことで市場における競争力を維持・強化しようとする

ものである。したがって、これらの補助金は、「下駄」

が外れると同時に当該産品の競争力は失われることに

なる。各国の供与する補助金の多寡によって産品の国

際競争力が決せられる事態を避けようとする補助金協

定の精神に照らせば、上記のような性質を有する補助

金の供与が制限されることはやむを得ないともいえよ

う。他方、市場の失敗を是正するために必要な補助金

（例えば、環境保護目的の補助金や産業構造調整のた

めの補助金など）については、補助金という「下駄」

を履かせることで市場における競争力を維持・強化を

図るものではなく、むしろあるべき国際競争を促進さ

せる性質を有するものであって、産品の価格を直接引

き下げることを目的とする補助金と同列に論じられる

べきではなかろう。

（補論）「著しい害」の推定規定

補助金協定第 条 は、補助金が一定の定量的又は

定性的な要件を満たした場合、「著しい害」が推定さ

れることとし、補助金を供与している国が補助金協定

第 条 に定める「著しい害」が生じる場合のいかな

るものももたらさなかったことを証明しない限り、補

助金による「著しい害」が存在することとされていた

（補助金協定第 条 ）。

しかしながら、これらの規定は協定発効後 年を経

過して失効したため（補助金協定第 条）、現在、パ

ネル設置要請を行った国はいかなる場合においても補

助金協定第 条 に定める「著しい害」が生じる場合

にあたることを自ら立証しなければならない。

（ｃ）イエロー補助金の効果

悪影響をもたらした特定性のある補助金は、補助金

による悪影響を除去するための適当な措置を講ずるか、

あるいは廃止されなければならない（補助金協定第

条 ）。 加盟国は、他の加盟国がこれらの補助金を

交付・維持していると考えられる場合、紛争解決手続

を利用することができる。審理の結果、パネルないし

上級委員会が当該補助金は特定性を有しており、かつ

協議要請を行った加盟国に悪影響をもたらしたと判断

した場合、加盟国に対して当該補助金を か月以内に

補助金による悪影響を除去するための適当な措置を講

ずるか、廃止するように勧告する。

もっとも、先に述べたとおり、具体的に何をもって

補助金の「廃止」といえるかについては明確ではない。

また、「悪影響を除去するための適当な措置」とは具

体的にいかなる措置を指すのかについても明白ではな

く、かかる措置が講じられたと判断した先例は現在の

ところ存在しない。この点についても、事例による明

確化が待たれるところである。

（ｄ） 勧告不履行の対抗措置

勧告が履行されない場合、協議要請した加盟国

は、存在すると決定された悪影響の程度及び性格に応
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業・産業が存在することになる。前者の補助金は特定

性がなく、後者については特定性があると判断される

ことになる。

もっとも、あらゆる企業・産業が受給し得る補助金

についても、その実態としては特定の企業・産業しか

補助金を受給できない（あるいは受給していない）も

のもあり得る。そのような場合にも「特定性あり」と

定めているのが（ ）である。例えば、売上高・収益状

況・雇用人数など客観的な基準・条件であっても、そ

れを満たす企業が 社しかなく、現にその 社しか補

助金を受給していない場合などは、事実上、受給資格

を当該企業のみに特定していることと変わりがなく、

特定性ありと判断されるであろう。

なお、輸出補助金及び国内産品優先補助金は、いず

れも特定性のある補助金とみなされる（補助金協定第

条 ）。したがって、上記のような特定性について検

討するまでもなく、レッド補助金については「特定性

のある補助金」として扱われることとなり、後述のと

おり、相殺関税の対象となる。

（ｂ）悪影響

補助金協定第 条は、「悪影響」として、①国内産

業に対する損害、② に基づいて与えられた利益

（特に関税譲許の利益）の無効化・侵害、③「著しい

害」の つの類型を定めている。

①国内産業に対する損害については、アンチ・ダン

ピング税及び相殺関税の要件にもなっている概念であ

り、補助金協定第 条においてその損害の認定につ

いて詳細な規定が設けられている。なお、本件規定に

基づく救済（ 勧告に基づく対抗措置の発動）は、

国内産業の損害防止という点で相殺関税と同一の機能

を有するため、加盟国は 勧告に基づく対抗措置の

発動と相殺関税の発動をともに実施することはできな

いこととされている（補助金協定第 条に対する注）。

② に基づいて与えられた利益（特に関税譲許の

利益）の無効化・侵害については、 第 条 と

同一の意味で用いるものと規定されている。この点、

時代のパネル判断ではあるが、かかる要件を満た

すためには、）当該補助金について関税交渉中には合

理的に予期できず、かつ、 ）当該補助金によって輸入

産品の競争上の地位を低下させるものであることが必

要との判断が示されている（ – 缶詰パラ ）。もっ

とも、 ）の要件を満たす場合には、後述のとおり輸入

代替が生じている（あるいは生じるおそれがある）と

して「著しい害」があった（あるいは、そのおそれが

ある）と立証することが可能であると思われるので、

関税譲許の利益の無効化・侵害を殊更に主張する必要

性は乏しいものと思われる。現に、かかる主張がなさ

れたケースはほとんど存在しない。

③「著しい害」については、 第 条 に規定

されているものであるが、その意味するところは明確

ではなかったため、東京ラウンドにおける「補助金コ

ード」によって例示された。補助金協定は、「補助金

コード」の例示をさらに拡充している。すなわち、補

助金協定第 条 は、補助金の効果が（ ）補助金供与

国内での輸入代替・輸出妨害、（ ）第三国市場におけ

る輸入代替・輸出妨害、（ ）補助産品の価格を同一市

場における同種の産品の価格よりも著しく下回らせる

もの、価格の上昇を著しく妨げ、価格を著しく押し下

げ若しくは販売を著しく減少させるもの、または（ ）

特定の一次産品について補助金供与国の市場占拠率を

補助金の交付期間を通じて一貫して増加させるもので

ある場合には、「著しい害」が生じることがあると定

めている。これらの現象が生じていても相殺関税では

対応できない。したがって、協議要請した加盟国の国

内市場以外の市場がビジネスにおいて大きな価値を有

する産品について協議要請・パネル設置要請される傾

向にある。現に、かかる傾向を有する綿花・民間大型

航空機といった産品について「著しい害」の有無が争

われた。

補助金が「著しい害」を生じさせたというためには、

補助金の効果と「著しい害」との間には因果関係が必

要である。ここで必要とされる因果関係について、上

級委員会は、「あれなければこれなし」といった条件

関係では足りず、「真正かつ実質的な関係性」が必要

であるとしている（米国－高地産綿花補助金（ ）

上級委パラ ）。したがって、原因と効果との関係

が希薄な場合には、仮に補助金が結果をもたらした一

因であったとしても、補助金協定において、補助金が

「著しい害」を生じさせたと認めることはできない。

また、後述する相殺関税については、補助金による

利益の額が相殺関税額の上限としての機能を有してい

るため、利益額を正確に算定しなければならないが、

上級委員会は、補助金と「著しい害」の因果関係を判

断する際には、補助金の利益の額を正確に算定する必

要はないとしている（米国－高地産綿花補助金（ ）

上級委パラ ）。その上で、このような因果関係を

判断する際には、補助金の性質を考慮することが重要
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であるとの判断がパネルによって示されている。この

ような判断からすると、因果関係の判断には定性的な

判断が重要であるとのパネル及び上級委員会の判断傾

向を見ることができるであろう。

現行協定発効以降、パネル及び上級委員会で補助金

が「著しい害」を与えたと判断された補助金は以下の

ようなものである。

・国内産品を一定割合使用した場合等に限って認めら

れる国内税の免除（インドネシア－自動車パネル報

告書、なお、かかる補助金は国内産品優先補助金に

あたるが、補助金協定第 条 により当時インド

ネシアは補助金協定第 条 （ ）の適用を受けなか

ったという事情がある。）

→インドネシア国内市場において、補助産品の価格を

同種の産品よりも著しく下回らせたと認定。

・市場価格に連動して補助金額が変動する補助金（米

国－高地産綿花補助金（ ）上級委）

→世界市場において同種の産品の価格を著しく押し下

げたと認定。

・新型民間航空機製造のための低利融資であって、完

成した新型機の売上げが目標に達しない場合には

返済義務を免除される補助金（いわゆる「ローンチ・

エイド」。 –大型航空機（ ）上級委報告書）

→ 域内市場における輸入代替、第三国市場における

輸入代替、同種の産品の販売の著しい減少をもたら

したと認定。

・新型民間航空機開発のための米国政府からの資金

・施設等の提供及び航空機の売上げに連動した減税措

置（米国－大型航空機（ ））

→第三国市場における輸入代替、同種の産品の販売の

著しい減少、価格上昇の妨げをもたらしたと認定。

このように、今まで「著しい害」を生じさせたと判

断された補助金は、いずれも産品の価格を直接引き下

げることを目的とするものであるといえる。すなわち、

これらの補助金は、補助金という「下駄」を履かせる

ことで市場における競争力を維持・強化しようとする

ものである。したがって、これらの補助金は、「下駄」

が外れると同時に当該産品の競争力は失われることに

なる。各国の供与する補助金の多寡によって産品の国

際競争力が決せられる事態を避けようとする補助金協

定の精神に照らせば、上記のような性質を有する補助

金の供与が制限されることはやむを得ないともいえよ

う。他方、市場の失敗を是正するために必要な補助金

（例えば、環境保護目的の補助金や産業構造調整のた

めの補助金など）については、補助金という「下駄」

を履かせることで市場における競争力を維持・強化を

図るものではなく、むしろあるべき国際競争を促進さ

せる性質を有するものであって、産品の価格を直接引

き下げることを目的とする補助金と同列に論じられる

べきではなかろう。

（補論）「著しい害」の推定規定

補助金協定第 条 は、補助金が一定の定量的又は

定性的な要件を満たした場合、「著しい害」が推定さ

れることとし、補助金を供与している国が補助金協定

第 条 に定める「著しい害」が生じる場合のいかな

るものももたらさなかったことを証明しない限り、補

助金による「著しい害」が存在することとされていた

（補助金協定第 条 ）。

しかしながら、これらの規定は協定発効後 年を経

過して失効したため（補助金協定第 条）、現在、パ

ネル設置要請を行った国はいかなる場合においても補

助金協定第 条 に定める「著しい害」が生じる場合

にあたることを自ら立証しなければならない。

（ｃ）イエロー補助金の効果

悪影響をもたらした特定性のある補助金は、補助金

による悪影響を除去するための適当な措置を講ずるか、

あるいは廃止されなければならない（補助金協定第

条 ）。 加盟国は、他の加盟国がこれらの補助金を

交付・維持していると考えられる場合、紛争解決手続

を利用することができる。審理の結果、パネルないし

上級委員会が当該補助金は特定性を有しており、かつ

協議要請を行った加盟国に悪影響をもたらしたと判断

した場合、加盟国に対して当該補助金を か月以内に

補助金による悪影響を除去するための適当な措置を講

ずるか、廃止するように勧告する。

もっとも、先に述べたとおり、具体的に何をもって

補助金の「廃止」といえるかについては明確ではない。

また、「悪影響を除去するための適当な措置」とは具

体的にいかなる措置を指すのかについても明白ではな

く、かかる措置が講じられたと判断した先例は現在の

ところ存在しない。この点についても、事例による明

確化が待たれるところである。

（ｄ） 勧告不履行の対抗措置

勧告が履行されない場合、協議要請した加盟国

は、存在すると決定された悪影響の程度及び性格に応
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業・産業が存在することになる。前者の補助金は特定

性がなく、後者については特定性があると判断される

ことになる。

もっとも、あらゆる企業・産業が受給し得る補助金

についても、その実態としては特定の企業・産業しか

補助金を受給できない（あるいは受給していない）も

のもあり得る。そのような場合にも「特定性あり」と

定めているのが（ ）である。例えば、売上高・収益状

況・雇用人数など客観的な基準・条件であっても、そ

れを満たす企業が 社しかなく、現にその 社しか補

助金を受給していない場合などは、事実上、受給資格

を当該企業のみに特定していることと変わりがなく、

特定性ありと判断されるであろう。

なお、輸出補助金及び国内産品優先補助金は、いず

れも特定性のある補助金とみなされる（補助金協定第

条 ）。したがって、上記のような特定性について検

討するまでもなく、レッド補助金については「特定性

のある補助金」として扱われることとなり、後述のと

おり、相殺関税の対象となる。

（ｂ）悪影響

補助金協定第 条は、「悪影響」として、①国内産

業に対する損害、② に基づいて与えられた利益

（特に関税譲許の利益）の無効化・侵害、③「著しい

害」の つの類型を定めている。

①国内産業に対する損害については、アンチ・ダン

ピング税及び相殺関税の要件にもなっている概念であ

り、補助金協定第 条においてその損害の認定につ

いて詳細な規定が設けられている。なお、本件規定に

基づく救済（ 勧告に基づく対抗措置の発動）は、

国内産業の損害防止という点で相殺関税と同一の機能

を有するため、加盟国は 勧告に基づく対抗措置の

発動と相殺関税の発動をともに実施することはできな

いこととされている（補助金協定第 条に対する注）。

② に基づいて与えられた利益（特に関税譲許の

利益）の無効化・侵害については、 第 条 と

同一の意味で用いるものと規定されている。この点、

時代のパネル判断ではあるが、かかる要件を満た

すためには、）当該補助金について関税交渉中には合

理的に予期できず、かつ、 ）当該補助金によって輸入

産品の競争上の地位を低下させるものであることが必

要との判断が示されている（ – 缶詰パラ ）。もっ

とも、 ）の要件を満たす場合には、後述のとおり輸入

代替が生じている（あるいは生じるおそれがある）と

して「著しい害」があった（あるいは、そのおそれが

ある）と立証することが可能であると思われるので、

関税譲許の利益の無効化・侵害を殊更に主張する必要

性は乏しいものと思われる。現に、かかる主張がなさ

れたケースはほとんど存在しない。

③「著しい害」については、 第 条 に規定

されているものであるが、その意味するところは明確

ではなかったため、東京ラウンドにおける「補助金コ

ード」によって例示された。補助金協定は、「補助金

コード」の例示をさらに拡充している。すなわち、補

助金協定第 条 は、補助金の効果が（ ）補助金供与

国内での輸入代替・輸出妨害、（ ）第三国市場におけ

る輸入代替・輸出妨害、（ ）補助産品の価格を同一市

場における同種の産品の価格よりも著しく下回らせる

もの、価格の上昇を著しく妨げ、価格を著しく押し下

げ若しくは販売を著しく減少させるもの、または（ ）

特定の一次産品について補助金供与国の市場占拠率を

補助金の交付期間を通じて一貫して増加させるもので

ある場合には、「著しい害」が生じることがあると定

めている。これらの現象が生じていても相殺関税では

対応できない。したがって、協議要請した加盟国の国

内市場以外の市場がビジネスにおいて大きな価値を有

する産品について協議要請・パネル設置要請される傾

向にある。現に、かかる傾向を有する綿花・民間大型

航空機といった産品について「著しい害」の有無が争

われた。

補助金が「著しい害」を生じさせたというためには、

補助金の効果と「著しい害」との間には因果関係が必

要である。ここで必要とされる因果関係について、上

級委員会は、「あれなければこれなし」といった条件

関係では足りず、「真正かつ実質的な関係性」が必要

であるとしている（米国－高地産綿花補助金（ ）

上級委パラ ）。したがって、原因と効果との関係

が希薄な場合には、仮に補助金が結果をもたらした一

因であったとしても、補助金協定において、補助金が

「著しい害」を生じさせたと認めることはできない。

また、後述する相殺関税については、補助金による

利益の額が相殺関税額の上限としての機能を有してい

るため、利益額を正確に算定しなければならないが、

上級委員会は、補助金と「著しい害」の因果関係を判

断する際には、補助金の利益の額を正確に算定する必

要はないとしている（米国－高地産綿花補助金（ ）

上級委パラ ）。その上で、このような因果関係を

判断する際には、補助金の性質を考慮することが重要
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相殺関税が補助金の利益が上乗せされて低価で輸入さ

れる産品によって国内産品が競争上劣位になることを

防ぐことが目的であることに照らせば、補助金の利益

の額だけ関税を賦課することによって輸入品と国内産

品との競争条件を揃えることができるため、この額が

相殺関税の上限とされているのである。

なお、毎年一定額の補助金が繰り返し供与される場

合であれば、相殺関税はこれに応じて補助金額を上限

に毎年賦課することができるが、出資、貸付等の 度

きりの補助金によって設備投資等を行った場合、どの

ように「補助金の利益」を算定して相殺関税を賦課す

るかが問題となる。補助金協定において明文規定は存

在しないが、補助金の利益が複数年にわたってどのよ

うに使用されて産品に「上乗せ」されているかについ

て輸入国の調査当局が合理的な範囲内で認定すること

が許されていると考えるべきである。この点、上級委

員会は、出資及び債務免除の補助金の利益が 年にわ

たって配分されると調査当局が認定した場合、 年目

以降は相殺関税を賦課することはできないと判示して

いる（日本－韓国産 への相殺関税措置（ ）

上級委パラ ）。

（補論）「グリーン補助金」について

補助金協定第 条及び 条は、一定の研究開発、地

域開発援助及び環境保護目的の補助金については、補

助金協定第 条によって特定性の認められる補助金で

あっても、「イエロー補助金」として扱わず、 協議

要請の対象にも相殺関税の対象にもしないものと定め

ていた。

しかしながら、これらの規定は協定発効後 年を経

過して失効したため（補助金協定第 条）、現在は、

これらの補助金についても「イエロー補助金」として

協議要請の対象となり、また、相殺関税の対象に

もなっている。

（３）開発途上国に関する特別規定

①輸出補助金に関する特別規定

補助金協定第 条 は輸出補助金を禁止している

が、補助金協定第 条 に基づき、補助金協定附

属書Ⅶ に列挙される加盟国については、ドーハ実施

閣僚宣言パラグラフ で補助金協定附属書Ⅶ の

1 WTO, G/L/1272/G/SCM/152, 29 October 2018  

実施要件が定められたことにより同リストから外れた

加盟国もあるが、 年末現在、 か国が適用除外と

なっている（図表Ⅱ‐ 参照）。

補助金協定第 条 による輸出補助金の適用除

外措置は 年末に期限を迎え、当該適用除外を認

められていた加盟国は 年間の最終移行期間を経て

年末までに全ての輸出補助金を廃止することと

なっており、補助金委員会において通報審査が行わ

ている。従前の経緯については、 年版不公正貿易

報告書 頁参照。

②「イエロー補助金」に関する 協議要請に関す

る特別規定

補助金協定第 条 は、原則として、開発途上国を

相手に「イエロー補助金」に関する 協議要請をす

ることができない旨規定している。もっとも、 に

基づいて与えられた利益（特に関税譲許の利益）の無

効化・侵害の結果、補助金を供与している開発途上国

内において輸入代替・輸出妨害が認められる場合及び

輸入国の国内産業に損害が認められる場合に限っては

協議要請をすることができると定められている。

第 部 協定と主要ケース

じた対抗措置（関税引上げ等）をとることができる（補

助金協定第 条 ）。

この規定が 勧告不履行の際の対抗措置の程度に

ついて「無効化又は侵害の程度と同等のものとする。」

と規定する 第 条 とどのように異なるのかは

明らかでない。

現在のところ、イエロー補助金に関する 勧告の

不履行に基づく対抗措置について判断が示されたのは

米国－綿花事件の仲裁判断のみである。本件の仲裁人

は協議要請を行った国であるブラジルが受けた悪影響

（具体的には、実際に販売された綿花に関する売上が

低下したこと及び本来であれば販売できたはずの綿花

が販売できなかったこと）を対抗措置額の算定根拠と

し、補助金がなかった場合と実際の状況を比較して算

定された額を「悪影響の程度及び性格に応じた」対抗

措置額とした。

このように協議要請を行った加盟国が受けた損害

について、現実と「 協定違反なかりし場合」との

差額を対抗措置額とするという考え方は、「無効化又

は侵害の程度と同等のものとする。」と規定する

第 条 と違いがないように思われる。イエロー補

助金に関する対抗措置の算定がその他の 協定違反

に関する対抗措置と本質的に差異があるのか否かにつ

いては、今後の事例の集積により明らかになると思わ

れる。

④補助金相殺関税

（ａ）概要

補助金によっては、前述のとおり、補助金の利益に

よって産品の価格を押し下げ、補助金を供与していな

い輸入国の産品に対して競争上優位に立ち、輸入国の

国内産業に損害を与えることがある。そこで、 第

条は補助金から国内産業を保護するための特殊関税

である「相殺関税」の賦課を認め、補助金協定は相殺

関税賦課のための内容や手続について詳細に定めてい

る。

（ｂ）対象となる補助金

相殺関税の対象となる補助金は「特定性のある補助

金」である。「特定性」及び「補助金」の定義につい

ては前述のとおりである。輸出補助金及び国内産品優

先補助金はいずれも特定性があるものとみなされるの

で（補助金協定第 条 ）、これらの補助金も相殺関

税の対象となる。他方、特定性のない補助金に対して、

仮に輸入国の国内産業に損害を与えていても相殺関税

を発動することはできない。

なお、特定性のある補助金であっても相殺関税の発

動が制限される場合がある点に注意が必要である。

第一に、輸出補助金に対する相殺関税と 税が同

一の事態を補償する場合には、相殺関税と 税を併

課することはできない（ 第 条 ）。輸出補助金

は、輸出販売を国内販売よりも有利に取り扱うという

性質上、輸出価格を国内販売価格よりも低くする事態

を生じさせる。このような事態が生じる場合、同時に

「輸出価格が国内販売価格よりも安い場合」という

税を賦課するための要件をも満たすことになる。この

ように輸出補助金によって 税の賦課要件を満たし

ている場合、相殺関税と 税を併課すれば、同一の事

態に不必要な「二重の救済」を与えることになり適当

ではない。したがって、このような場合においては

税又は相殺関税のいずれかを発動すれば十分であり、

併課が禁止されている。他方、別個の事由を理由とし

た相殺関税と 税の同時賦課は禁止されるものでは

ない。

第二に、国内産業に対する損害を理由とした 勧

告に関して対抗措置を発動した場合、同一の補助金に

ついて相殺関税を発動することはできない（補助金協

定第 条に対する注）。これは、相殺関税も国内産業

に対する損害を保護するための制度である以上、同一

の目的のために複数の救済手段を同時に実行する必要

はないからである。他方、補助金供与国又は第三国市

場における輸入代替、価格押下げ等を理由とする

勧告の場合は、同一の補助金について相殺関税を発動

することを妨げられない。

（ｃ）国内産業の損害及び因果関係

これらについては、補助金協定第 条及び 条に

詳細に規定されており、その内容は 協定の規律と

ほぼ同様である（第 章アンチ・ダンピング措置参照）。

（ｄ）効果

特定性のある補助金によって国内産業に損害が生

じていると認められる場合、輸入国は当該産品に対し

て補助金の額を限度に相殺関税を課すことができる

（補助金協定第 条 ）。補助金の額とは、問題とな

っている資金的貢献と市場において同様の資金的貢献

を受けた場合の差額（すなわち、資金的貢献によって

生じる利益の額）のことである（補助金協定第 条）。
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相殺関税が補助金の利益が上乗せされて低価で輸入さ

れる産品によって国内産品が競争上劣位になることを

防ぐことが目的であることに照らせば、補助金の利益

の額だけ関税を賦課することによって輸入品と国内産

品との競争条件を揃えることができるため、この額が

相殺関税の上限とされているのである。

なお、毎年一定額の補助金が繰り返し供与される場

合であれば、相殺関税はこれに応じて補助金額を上限

に毎年賦課することができるが、出資、貸付等の 度

きりの補助金によって設備投資等を行った場合、どの

ように「補助金の利益」を算定して相殺関税を賦課す

るかが問題となる。補助金協定において明文規定は存

在しないが、補助金の利益が複数年にわたってどのよ

うに使用されて産品に「上乗せ」されているかについ

て輸入国の調査当局が合理的な範囲内で認定すること

が許されていると考えるべきである。この点、上級委

員会は、出資及び債務免除の補助金の利益が 年にわ

たって配分されると調査当局が認定した場合、 年目

以降は相殺関税を賦課することはできないと判示して

いる（日本－韓国産 への相殺関税措置（ ）

上級委パラ ）。

（補論）「グリーン補助金」について

補助金協定第 条及び 条は、一定の研究開発、地

域開発援助及び環境保護目的の補助金については、補

助金協定第 条によって特定性の認められる補助金で

あっても、「イエロー補助金」として扱わず、 協議

要請の対象にも相殺関税の対象にもしないものと定め

ていた。

しかしながら、これらの規定は協定発効後 年を経

過して失効したため（補助金協定第 条）、現在は、

これらの補助金についても「イエロー補助金」として

協議要請の対象となり、また、相殺関税の対象に

もなっている。

（３）開発途上国に関する特別規定

①輸出補助金に関する特別規定

補助金協定第 条 は輸出補助金を禁止している

が、補助金協定第 条 に基づき、補助金協定附

属書Ⅶ に列挙される加盟国については、ドーハ実施

閣僚宣言パラグラフ で補助金協定附属書Ⅶ の

1 WTO, G/L/1272/G/SCM/152, 29 October 2018  

実施要件が定められたことにより同リストから外れた

加盟国もあるが、 年末現在、 か国が適用除外と

なっている（図表Ⅱ‐ 参照）。

補助金協定第 条 による輸出補助金の適用除

外措置は 年末に期限を迎え、当該適用除外を認

められていた加盟国は 年間の最終移行期間を経て

年末までに全ての輸出補助金を廃止することと

なっており、補助金委員会において通報審査が行わ

ている。従前の経緯については、 年版不公正貿易

報告書 頁参照。

②「イエロー補助金」に関する 協議要請に関す

る特別規定

補助金協定第 条 は、原則として、開発途上国を

相手に「イエロー補助金」に関する 協議要請をす

ることができない旨規定している。もっとも、 に

基づいて与えられた利益（特に関税譲許の利益）の無

効化・侵害の結果、補助金を供与している開発途上国

内において輸入代替・輸出妨害が認められる場合及び

輸入国の国内産業に損害が認められる場合に限っては

協議要請をすることができると定められている。

第 部 協定と主要ケース

じた対抗措置（関税引上げ等）をとることができる（補

助金協定第 条 ）。

この規定が 勧告不履行の際の対抗措置の程度に

ついて「無効化又は侵害の程度と同等のものとする。」

と規定する 第 条 とどのように異なるのかは

明らかでない。

現在のところ、イエロー補助金に関する 勧告の

不履行に基づく対抗措置について判断が示されたのは

米国－綿花事件の仲裁判断のみである。本件の仲裁人

は協議要請を行った国であるブラジルが受けた悪影響

（具体的には、実際に販売された綿花に関する売上が

低下したこと及び本来であれば販売できたはずの綿花

が販売できなかったこと）を対抗措置額の算定根拠と

し、補助金がなかった場合と実際の状況を比較して算

定された額を「悪影響の程度及び性格に応じた」対抗

措置額とした。

このように協議要請を行った加盟国が受けた損害

について、現実と「 協定違反なかりし場合」との

差額を対抗措置額とするという考え方は、「無効化又

は侵害の程度と同等のものとする。」と規定する

第 条 と違いがないように思われる。イエロー補

助金に関する対抗措置の算定がその他の 協定違反

に関する対抗措置と本質的に差異があるのか否かにつ

いては、今後の事例の集積により明らかになると思わ

れる。

④補助金相殺関税

（ａ）概要

補助金によっては、前述のとおり、補助金の利益に

よって産品の価格を押し下げ、補助金を供与していな

い輸入国の産品に対して競争上優位に立ち、輸入国の

国内産業に損害を与えることがある。そこで、 第

条は補助金から国内産業を保護するための特殊関税

である「相殺関税」の賦課を認め、補助金協定は相殺

関税賦課のための内容や手続について詳細に定めてい

る。

（ｂ）対象となる補助金

相殺関税の対象となる補助金は「特定性のある補助

金」である。「特定性」及び「補助金」の定義につい

ては前述のとおりである。輸出補助金及び国内産品優

先補助金はいずれも特定性があるものとみなされるの

で（補助金協定第 条 ）、これらの補助金も相殺関

税の対象となる。他方、特定性のない補助金に対して、

仮に輸入国の国内産業に損害を与えていても相殺関税

を発動することはできない。

なお、特定性のある補助金であっても相殺関税の発

動が制限される場合がある点に注意が必要である。

第一に、輸出補助金に対する相殺関税と 税が同

一の事態を補償する場合には、相殺関税と 税を併

課することはできない（ 第 条 ）。輸出補助金

は、輸出販売を国内販売よりも有利に取り扱うという

性質上、輸出価格を国内販売価格よりも低くする事態

を生じさせる。このような事態が生じる場合、同時に

「輸出価格が国内販売価格よりも安い場合」という

税を賦課するための要件をも満たすことになる。この

ように輸出補助金によって 税の賦課要件を満たし

ている場合、相殺関税と 税を併課すれば、同一の事

態に不必要な「二重の救済」を与えることになり適当

ではない。したがって、このような場合においては

税又は相殺関税のいずれかを発動すれば十分であり、

併課が禁止されている。他方、別個の事由を理由とし

た相殺関税と 税の同時賦課は禁止されるものでは

ない。

第二に、国内産業に対する損害を理由とした 勧

告に関して対抗措置を発動した場合、同一の補助金に

ついて相殺関税を発動することはできない（補助金協

定第 条に対する注）。これは、相殺関税も国内産業

に対する損害を保護するための制度である以上、同一

の目的のために複数の救済手段を同時に実行する必要

はないからである。他方、補助金供与国又は第三国市

場における輸入代替、価格押下げ等を理由とする

勧告の場合は、同一の補助金について相殺関税を発動

することを妨げられない。

（ｃ）国内産業の損害及び因果関係

これらについては、補助金協定第 条及び 条に

詳細に規定されており、その内容は 協定の規律と

ほぼ同様である（第 章アンチ・ダンピング措置参照）。

（ｄ）効果

特定性のある補助金によって国内産業に損害が生

じていると認められる場合、輸入国は当該産品に対し

て補助金の額を限度に相殺関税を課すことができる

（補助金協定第 条 ）。補助金の額とは、問題とな

っている資金的貢献と市場において同様の資金的貢献

を受けた場合の差額（すなわち、資金的貢献によって

生じる利益の額）のことである（補助金協定第 条）。
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第７章 補助金・相殺措置

②補助金・相殺措置規律一般

一般補助金については、これまでのパネル・上級

委員会の判断を踏まえた関連条文の改正や過去に

失効した条文の復活といった提案がなされてきた。

米国は、「禁止補助金の拡大」に関し、 年

月、財政状況が悪化した企業に対する出融資や、産

業の再編、合理化を妨げる補助金、更には既に失効

している補助金協定第 条 対象の補助金を新たな

禁止補助金の有力候補とする旨の提案を行い、

年 月には、 年 月の提案を踏まえた協定条

文の改正提案を提出した。また、 年 月には補

助金利益の配分方法に関する提案を提出した。

は、 年 月に、国内向け販売価格と輸出

価格の二重価格制度や、コスト割れ融資等を禁止補

助金に追加することを提案した。

カナダは、 年 月に「著しい害」について補

助金協定第 条 （ 年末で失効）の復活と規律

の改善等を提案し、同月にはブラジルも同じく「著

しい害」に関する提案を行った。カナダは、「特定

性」についても、様々な要素を総合判断すべきとの

提案を 年 月に提出したほか、「補助金利益

の移転」について、 年 月から 回にわたり提

案した。

豪州は、 年 月から 回にわたり、 違反

が確定した補助金の撤廃に関する規律を明確化す

る提案を行っており、「事実上の輸出補助金」の規

律の明確化についても 年 月から 回にわた

り提案してきた（ 年 月にブラジルも提案）。

その他、輸出信用（ブラジル）や相殺関税規律の

明確化（カナダ、 、台湾、インド）等の条文提案

が提出され、議論が行われてきた。

なお、開発途上国は、開発目的のための「特別か

つ異なる待遇」（ ：

）を要求しており、 年 月にインド、

エジプト、ケニア、パキスタンが、輸出補助金の例

外措置の判断基準に関する提案を提出した。

その後、 年 月に中国が相殺関税調査手続

に関し、①調査開始後に新たに発見された補助金の

扱い、②調査開始前の協議手続の拡充の 提案を提

出した。その後、中国は、 年 月に相殺関税

調査手続のファクツ・アベイラブルに関する提案を

行い、インドも 年 月に同様の論点に係る提

案を提出した。

年 月には、 が通報義務に関する透明性

強化の提案を行うとともに、同年 月にロシアも

相殺関税調査手続きに関する重要事実開示・秘密情

報の取扱い等の手続きの透明性向上に関する提案

を行った。

また、開発途上国は、改めて「特別かつ異なる待

遇」（ ）を要求し、地域発展や技術開発等の補助

金を の対象外とする提案及び開発途上国の補助

金を国内産品優先使用補助金の対象から除外する

提案などを行った。

我が国は、提案ペーパーは提出していないものの、

の規律強化と同様に、補助金・相殺措置に関する

規律強化、明確化には賛成の立場で交渉に臨んでい

る。

③漁業補助金

漁業補助金については、これまで、 年のドー

ハ閣僚宣言や 年の香港閣僚宣言に基づき、過

剰漁獲の防止等を目的として漁業補助金の規律の

策定について議論が進められたが、過剰漁獲・過剰

漁獲能力につながる補助金に限定した禁止を主張

する意見と一部の例外を除き補助金の原則禁止を

主張する意見が対立し、各国の立場は収束しなかっ

た。

年、国連において持続可能な開発目標

（ ）が採択され、 年までに過剰漁獲能力や

過剰漁獲につながる特定の漁業補助金を禁止し、Ｉ

ＵＵ（違法・無報告・無規制）漁業につながる漁業

補助金を撤廃し、同様の新たな補助金の導入を抑制

する旨が目標の一つとして記載された。これを受け、

年秋以降議論が活発化した。第 回 閣僚

会議 年 では、第 回閣僚会議に向けて交渉

に建設的に取り組むこと等が決定され、議論が継続

している。我が国は、政策上必要な補助金は認めら

れるべきであり、禁止される補助金は、真に過剰漁

獲能力・過剰漁獲につながるものに限定すべきとの

立場で交渉に臨んでいる。

第 部 協定と主要ケース

＜図表 ＞補助金協定附属書Ⅶ により輸出補助金が認められる国々（ か国）

コートジボワール、ガーナ、ホンジュラス、ケニア、ニカラグア、ナイジェリア、パキスタン、セネガル、

ジンバブエ（ ）

（４）相殺関税措置

補助金相殺関税について我が国で調査が開始さ れた事例は、 発足以前のものを含め 件

のみであり、関税の賦課に至ったものは 件の

みである。

なお、近年我が国が他国から調査を受けた事例は

ないが、世界では相殺関税はしばしば利用されてお

り、過去の発動件数と比較して、引き続き高いレベ

ルで推移している（図表Ⅱ‐ － 参照）。

＜図表 ＞ 発足以降の主要国の相殺関税調査開始件数（ 年 月 日現在）

出典： ウェブサイト（ ）

＜図表 ＞ 発足以降の主要国の相殺関税賦課件数（ 年 月 日現在）

出典： ウェブサイト（ ）

（５）経済的視点及び意義

補助金の経済的効果は、国内産業への影響と貿易

への影響についてそれぞれあるところ、競争条件に

どのような影響があるかについて詳細は、 年版

我が国は、パキスタンからの綿糸に対して 年 月に調査を開始したが、 年 月にパキスタンが当該補助金制度を廃止したた

め、相殺関税を賦課しないこととして調査を終了した。なお、ブラジル産フェロシリコンに対しても、 年 月に相殺関税賦課の申請

がなされたが、同年 月に申請が取り下げられたため、調査は開始されなかった。

不公正貿易報告書 頁参照。

（６）ドーハ・ラウンドにおける交渉

①交渉の経緯と主要国の立場

年版不公正貿易報告書 頁参照。
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②補助金・相殺措置規律一般

一般補助金については、これまでのパネル・上級

委員会の判断を踏まえた関連条文の改正や過去に

失効した条文の復活といった提案がなされてきた。

米国は、「禁止補助金の拡大」に関し、 年

月、財政状況が悪化した企業に対する出融資や、産

業の再編、合理化を妨げる補助金、更には既に失効

している補助金協定第 条 対象の補助金を新たな

禁止補助金の有力候補とする旨の提案を行い、

年 月には、 年 月の提案を踏まえた協定条

文の改正提案を提出した。また、 年 月には補

助金利益の配分方法に関する提案を提出した。

は、 年 月に、国内向け販売価格と輸出

価格の二重価格制度や、コスト割れ融資等を禁止補

助金に追加することを提案した。

カナダは、 年 月に「著しい害」について補

助金協定第 条 （ 年末で失効）の復活と規律

の改善等を提案し、同月にはブラジルも同じく「著

しい害」に関する提案を行った。カナダは、「特定

性」についても、様々な要素を総合判断すべきとの

提案を 年 月に提出したほか、「補助金利益

の移転」について、 年 月から 回にわたり提

案した。

豪州は、 年 月から 回にわたり、 違反

が確定した補助金の撤廃に関する規律を明確化す

る提案を行っており、「事実上の輸出補助金」の規

律の明確化についても 年 月から 回にわた

り提案してきた（ 年 月にブラジルも提案）。

その他、輸出信用（ブラジル）や相殺関税規律の

明確化（カナダ、 、台湾、インド）等の条文提案

が提出され、議論が行われてきた。

なお、開発途上国は、開発目的のための「特別か

つ異なる待遇」（ ：

）を要求しており、 年 月にインド、

エジプト、ケニア、パキスタンが、輸出補助金の例

外措置の判断基準に関する提案を提出した。

その後、 年 月に中国が相殺関税調査手続

に関し、①調査開始後に新たに発見された補助金の

扱い、②調査開始前の協議手続の拡充の 提案を提

出した。その後、中国は、 年 月に相殺関税

調査手続のファクツ・アベイラブルに関する提案を

行い、インドも 年 月に同様の論点に係る提

案を提出した。

年 月には、 が通報義務に関する透明性

強化の提案を行うとともに、同年 月にロシアも

相殺関税調査手続きに関する重要事実開示・秘密情

報の取扱い等の手続きの透明性向上に関する提案

を行った。

また、開発途上国は、改めて「特別かつ異なる待

遇」（ ）を要求し、地域発展や技術開発等の補助

金を の対象外とする提案及び開発途上国の補助

金を国内産品優先使用補助金の対象から除外する

提案などを行った。

我が国は、提案ペーパーは提出していないものの、

の規律強化と同様に、補助金・相殺措置に関する

規律強化、明確化には賛成の立場で交渉に臨んでい

る。

③漁業補助金

漁業補助金については、これまで、 年のドー

ハ閣僚宣言や 年の香港閣僚宣言に基づき、過

剰漁獲の防止等を目的として漁業補助金の規律の

策定について議論が進められたが、過剰漁獲・過剰

漁獲能力につながる補助金に限定した禁止を主張

する意見と一部の例外を除き補助金の原則禁止を

主張する意見が対立し、各国の立場は収束しなかっ

た。

年、国連において持続可能な開発目標

（ ）が採択され、 年までに過剰漁獲能力や

過剰漁獲につながる特定の漁業補助金を禁止し、Ｉ

ＵＵ（違法・無報告・無規制）漁業につながる漁業

補助金を撤廃し、同様の新たな補助金の導入を抑制

する旨が目標の一つとして記載された。これを受け、

年秋以降議論が活発化した。第 回 閣僚

会議 年 では、第 回閣僚会議に向けて交渉

に建設的に取り組むこと等が決定され、議論が継続

している。我が国は、政策上必要な補助金は認めら

れるべきであり、禁止される補助金は、真に過剰漁

獲能力・過剰漁獲につながるものに限定すべきとの

立場で交渉に臨んでいる。

第 部 協定と主要ケース

＜図表 ＞補助金協定附属書Ⅶ により輸出補助金が認められる国々（ か国）

コートジボワール、ガーナ、ホンジュラス、ケニア、ニカラグア、ナイジェリア、パキスタン、セネガル、

ジンバブエ（ ）

（４）相殺関税措置

補助金相殺関税について我が国で調査が開始さ れた事例は、 発足以前のものを含め 件

のみであり、関税の賦課に至ったものは 件の

みである。

なお、近年我が国が他国から調査を受けた事例は

ないが、世界では相殺関税はしばしば利用されてお

り、過去の発動件数と比較して、引き続き高いレベ

ルで推移している（図表Ⅱ‐ － 参照）。

＜図表 ＞ 発足以降の主要国の相殺関税調査開始件数（ 年 月 日現在）

出典： ウェブサイト（ ）

＜図表 ＞ 発足以降の主要国の相殺関税賦課件数（ 年 月 日現在）

出典： ウェブサイト（ ）

（５）経済的視点及び意義

補助金の経済的効果は、国内産業への影響と貿易

への影響についてそれぞれあるところ、競争条件に

どのような影響があるかについて詳細は、 年版

我が国は、パキスタンからの綿糸に対して 年 月に調査を開始したが、 年 月にパキスタンが当該補助金制度を廃止したた

め、相殺関税を賦課しないこととして調査を終了した。なお、ブラジル産フェロシリコンに対しても、 年 月に相殺関税賦課の申請

がなされたが、同年 月に申請が取り下げられたため、調査は開始されなかった。

不公正貿易報告書 頁参照。

（６）ドーハ・ラウンドにおける交渉

①交渉の経緯と主要国の立場

年版不公正貿易報告書 頁参照。
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第７章 補助金・相殺措置

年 月 日に米国が履行確認パネルの設置

を要請して同年 月 日にパネルが設置され、

年 月にパネル会合が行われた。 年 月、履行

確認パネルは報告書を発出した。報告書では、米国

の申し立てた 補助金の輸出補助金、ローカルコ

ンテント補助金該当性は否定。米国の申し立てのと

おり、イエロー補助金について各補助金の「害の除

去」又は「補助金の撤回」（補助金協定第 条 ）

があったとは言えず、 は勧告を履行していないと

認定。 年 月、 が上訴、米国も附帯上訴を

行い、 年 月及び 月に上級委会合が行われ

た。

年 月 日に発出された履行確認上級委報

告書は、パネルが の不履行を認定した補助金の

一部について、履行期間満了時すでに「不存在」で

あったから補助金協定第 条 上何らの義務も生じ

ない、としてパネルの判断の一部を覆した。

これに対し、 は再び履行に関し当事国間で意見

の相違があるとして同年 月 日、再度二国間協

議を要請し、これに基づいて 月に二度目の履行確

認パネルが設置された。

③ボーイング事件（ 、 ）

は、 のパネル論点より広い論点を取り上

げるため協議要請を行い、同年 月 日に追加パ

ネル（ ）が設置された（ の手続は停止）。

については、 年 月 日に上級委員

会報告書が発出された。上級委員会は、米国政府

（ 及び国防省）が供与した研究開発補助金等に

ついて、 に「著しい害」が生じていると認定した

パネルの判断を支持した。これを受け、 年 月

日に、米国は の勧告を履行したとの通報を行

ったが、同年 月 日、 はこれには疑義がある

として米国に対して履行確認パネルの設置を要請

し、同月 日にパネルが設置された。なお、 は、

パネル設置要請に先立ち、 年 月 日に対抗

措置の申請を行ったが、その後の米国との協議の結

果、対抗措置仲裁のためのプロセスは一時中断され

ることとなった。その後、 年 月にパネル会

合が開かれ、 年 月に報告書が発出され、同研

究開発補助金等による「著しい害」を除去すべきと

の上級委勧告を米国は適切に履行しなかったと認

定した。同 月、 は損害認定等一部判断に不服が

あるとして上訴、米国も附帯上訴を行った。

④ボーイング事件Ⅱ（ ）

は、 年 月、ワシントン州による航空宇

宙企業向け税制優遇等について、新たな協議要請を

行い、 年 月にパネルが設置された（ ）。

年 月にパネル報告書が配布され、同州優遇

税制が航空機の最終組立て拠点等をワシントン州

内に置くことを要求する点が、事実上、国産品を優

遇するローカルコンテント補助金に該当し、違法で

あるとした。 年 月、米国は上訴した。

年 月に上級委報告書が発出された。上級委

は、同規定はあくまで組立て拠点を同州内に置くこ

とだけを求めるもので、国産品の使用は条件ではな

い（制度上は輸入部品の使用も可能）と認定し、パ

ネルの判断を覆した。これにより、米国の逆転勝訴

が確定した。

（５）針葉樹製材紛争（ 、 、

、 ）

カナダの森林は、その多くが州有林・連邦有林で

占められており、州がスタンページ制度（州有林・

連邦有林の伐採権を払い下げる制度）を運用するこ

とにより、州内の製材業界へ針葉樹の木材を供給し

ている。

米国国際貿易委員会（ ）が、このスタンペー

ジ制度下のカナダ産針葉樹製材の輸入により米国

針葉樹製材業界に損害がもたらされる恐れがある

との最終決定を行った後、米国政府は、 年 月

日より相殺関税（一律適用 ％）及び 税

（企業ごとに設定。平均 ％）を賦課した。

カナダ政府は米国が賦課した相殺関税が 協定

に抵触していると主張し、カナダ政府の要請により

紛争解決了解に基づくパネルが、仮決定につい

ては 年 月 日に（ ）、最終決定につ

いては 年 月 日に（ ）、それぞれ設

置された。

年 月 日、仮決定についてのパネル（ ）

は、①スタンページ制度は 協定上の補助金に該

当するものの、②米国の調査は協定違反であるとの

最終報告書を示し、 月 日に 会合で採択さ

れた。

年 月 日、最終決定についてのパネル

（ ）も仮決定パネル（ ）と同様の判断を

含む報告書を示したが、 月 日、米国はこれを

第 部 協定と主要ケース

２．主要ケース

（１）米国及び による韓国産

に対する相殺関税措置

（ 、 ）

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（２）日本による韓国産 に対す

る相殺関税措置（ ）

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（３） ・韓国間の造船紛争

（ 、 ）

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（４）米国と の民間航空機補助金

に関する紛争（ ・ 、

・ ・ ）

①紛争の経緯

年代後半、欧州エアバス社は 各国政府

（英・仏・独・西）の補助金を活用し民間航空機市

場のシェアを大幅に拡大した。これに対し米国は

の航空産業助成制度は 補助金協定違反である

として、 年 月に当時の に対して（旧）補

助金協定に基づいて協議要請した。 年 月、

米・ は、国の直接助成は総開発コストの ％を

上限とするなどを盛り込んだ民間航空機協定に合

意し（いわゆる「エアバス合意」）、米国は同要請

を取り下げた。

しかし、 年に入り、エアバス社の納入機数が

ボーイング社を大幅に上回ったことを受けて、米は

エアバス社に対する の補助金について再度批判

を開始し、 各国政府によるいわゆる「ローンチ・

エイド」等はエアバス合意及び 補助金協定違反

年 月 日、米国は、 に加えて、英国ウェールズ地方政府のエアバス 社に対する補助金交付に関し、当該補助金を対象

とした新たな協議要請を行い、同年 月 日に、追加パネル（ ）が設置された。しかし、当該パネルは、 のパネル審理が終了

するまで手続を一時停止した結果、 ヶ月が経過した翌年 月 日に消滅した。

であると主張。 年 月 日、米国は に対し

て 紛争解決手続に基づく二国間協議を要請する

ともに（ ）、 の助成制度は 年のエアバス

合意に違反しているとして同協定の即時破棄を通

告した。同時に、 も米国に対し米国の航空機助成

が 補助金協定違反であるとして協議要請を行う

とともに（ ）、米国によるエアバス合意の一方

的な破棄は認めない旨主張した。

米・ は 年 月に の紛争手続をいった

ん停止し、エアバス合意に替わる新協定の締結に向

け交渉を開始したが、同交渉は不調に終わり、同年

月 日に開催された 特別会合において、両

者はパネル設置の承認を要請。翌 月 日の

定例会合において米・ 双方のパネルが設置され、

我が国のほか、豪州、ブラジル、カナダ、中国、韓

国の か国が双方のパネルに第三国参加した。

②エアバス事件（ 、 ）

年 月 日、 の上級委員会報告書が

発出された。上級委員会は、 各国政府がエアバス

に供与した「ローンチ・エイド」と呼ばれる機体の

売上によっては返済が免除される低利融資は輸出

補助金に該当するとのパネルの判断を覆し、かかる

補助金に輸出条件性はないと判断する一方、米国に

「著しい害」を生じさせたと認定した。この中で、

上級委員会は、提訴国は相手国の補助金の利益が悪

影響を生じさせた時点においても存在することを

立証する必要はないと判断し、悪影響が生じた時点

において補助金の利益は消滅していたとの の主

張を退けた。これを受け、 年 月 日、 は

勧告を履行したとの通報を行ったが、同月 日、

米国はこれには疑問があるとして に対して履行

確認パネルに先立つ二国間協議を申し込むととも

に、対抗措置の申請を行った。 は米国の対抗措置

申請額に対して異議を述べ、対抗措置額については

仲裁人に付託された。 年 月 日、米 間で

対抗措置額を決める仲裁手続よりも二国間協議を

先行させる旨の合意が成立した。

260



第７章 補助金・相殺措置

年 月 日に米国が履行確認パネルの設置

を要請して同年 月 日にパネルが設置され、

年 月にパネル会合が行われた。 年 月、履行

確認パネルは報告書を発出した。報告書では、米国

の申し立てた 補助金の輸出補助金、ローカルコ

ンテント補助金該当性は否定。米国の申し立てのと

おり、イエロー補助金について各補助金の「害の除

去」又は「補助金の撤回」（補助金協定第 条 ）

があったとは言えず、 は勧告を履行していないと

認定。 年 月、 が上訴、米国も附帯上訴を

行い、 年 月及び 月に上級委会合が行われ

た。

年 月 日に発出された履行確認上級委報

告書は、パネルが の不履行を認定した補助金の

一部について、履行期間満了時すでに「不存在」で

あったから補助金協定第 条 上何らの義務も生じ

ない、としてパネルの判断の一部を覆した。

これに対し、 は再び履行に関し当事国間で意見

の相違があるとして同年 月 日、再度二国間協

議を要請し、これに基づいて 月に二度目の履行確

認パネルが設置された。

③ボーイング事件（ 、 ）

は、 のパネル論点より広い論点を取り上

げるため協議要請を行い、同年 月 日に追加パ

ネル（ ）が設置された（ の手続は停止）。

については、 年 月 日に上級委員

会報告書が発出された。上級委員会は、米国政府

（ 及び国防省）が供与した研究開発補助金等に

ついて、 に「著しい害」が生じていると認定した

パネルの判断を支持した。これを受け、 年 月

日に、米国は の勧告を履行したとの通報を行

ったが、同年 月 日、 はこれには疑義がある

として米国に対して履行確認パネルの設置を要請

し、同月 日にパネルが設置された。なお、 は、

パネル設置要請に先立ち、 年 月 日に対抗

措置の申請を行ったが、その後の米国との協議の結

果、対抗措置仲裁のためのプロセスは一時中断され

ることとなった。その後、 年 月にパネル会

合が開かれ、 年 月に報告書が発出され、同研

究開発補助金等による「著しい害」を除去すべきと

の上級委勧告を米国は適切に履行しなかったと認

定した。同 月、 は損害認定等一部判断に不服が

あるとして上訴、米国も附帯上訴を行った。

④ボーイング事件Ⅱ（ ）

は、 年 月、ワシントン州による航空宇

宙企業向け税制優遇等について、新たな協議要請を

行い、 年 月にパネルが設置された（ ）。

年 月にパネル報告書が配布され、同州優遇

税制が航空機の最終組立て拠点等をワシントン州

内に置くことを要求する点が、事実上、国産品を優

遇するローカルコンテント補助金に該当し、違法で

あるとした。 年 月、米国は上訴した。

年 月に上級委報告書が発出された。上級委

は、同規定はあくまで組立て拠点を同州内に置くこ

とだけを求めるもので、国産品の使用は条件ではな

い（制度上は輸入部品の使用も可能）と認定し、パ

ネルの判断を覆した。これにより、米国の逆転勝訴

が確定した。

（５）針葉樹製材紛争（ 、 、

、 ）

カナダの森林は、その多くが州有林・連邦有林で

占められており、州がスタンページ制度（州有林・

連邦有林の伐採権を払い下げる制度）を運用するこ

とにより、州内の製材業界へ針葉樹の木材を供給し

ている。

米国国際貿易委員会（ ）が、このスタンペー

ジ制度下のカナダ産針葉樹製材の輸入により米国

針葉樹製材業界に損害がもたらされる恐れがある

との最終決定を行った後、米国政府は、 年 月

日より相殺関税（一律適用 ％）及び 税

（企業ごとに設定。平均 ％）を賦課した。

カナダ政府は米国が賦課した相殺関税が 協定

に抵触していると主張し、カナダ政府の要請により

紛争解決了解に基づくパネルが、仮決定につい

ては 年 月 日に（ ）、最終決定につ

いては 年 月 日に（ ）、それぞれ設

置された。

年 月 日、仮決定についてのパネル（ ）

は、①スタンページ制度は 協定上の補助金に該

当するものの、②米国の調査は協定違反であるとの

最終報告書を示し、 月 日に 会合で採択さ

れた。

年 月 日、最終決定についてのパネル

（ ）も仮決定パネル（ ）と同様の判断を

含む報告書を示したが、 月 日、米国はこれを

第 部 協定と主要ケース

２．主要ケース

（１）米国及び による韓国産

に対する相殺関税措置

（ 、 ）

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（２）日本による韓国産 に対す

る相殺関税措置（ ）

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（３） ・韓国間の造船紛争

（ 、 ）

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（４）米国と の民間航空機補助金

に関する紛争（ ・ 、

・ ・ ）

①紛争の経緯

年代後半、欧州エアバス社は 各国政府

（英・仏・独・西）の補助金を活用し民間航空機市

場のシェアを大幅に拡大した。これに対し米国は

の航空産業助成制度は 補助金協定違反である

として、 年 月に当時の に対して（旧）補

助金協定に基づいて協議要請した。 年 月、

米・ は、国の直接助成は総開発コストの ％を

上限とするなどを盛り込んだ民間航空機協定に合

意し（いわゆる「エアバス合意」）、米国は同要請

を取り下げた。

しかし、 年に入り、エアバス社の納入機数が

ボーイング社を大幅に上回ったことを受けて、米は

エアバス社に対する の補助金について再度批判

を開始し、 各国政府によるいわゆる「ローンチ・

エイド」等はエアバス合意及び 補助金協定違反

年 月 日、米国は、 に加えて、英国ウェールズ地方政府のエアバス 社に対する補助金交付に関し、当該補助金を対象

とした新たな協議要請を行い、同年 月 日に、追加パネル（ ）が設置された。しかし、当該パネルは、 のパネル審理が終了

するまで手続を一時停止した結果、 ヶ月が経過した翌年 月 日に消滅した。

であると主張。 年 月 日、米国は に対し

て 紛争解決手続に基づく二国間協議を要請する

ともに（ ）、 の助成制度は 年のエアバス

合意に違反しているとして同協定の即時破棄を通

告した。同時に、 も米国に対し米国の航空機助成

が 補助金協定違反であるとして協議要請を行う

とともに（ ）、米国によるエアバス合意の一方

的な破棄は認めない旨主張した。

米・ は 年 月に の紛争手続をいった

ん停止し、エアバス合意に替わる新協定の締結に向

け交渉を開始したが、同交渉は不調に終わり、同年

月 日に開催された 特別会合において、両

者はパネル設置の承認を要請。翌 月 日の

定例会合において米・ 双方のパネルが設置され、

我が国のほか、豪州、ブラジル、カナダ、中国、韓

国の か国が双方のパネルに第三国参加した。

②エアバス事件（ 、 ）

年 月 日、 の上級委員会報告書が

発出された。上級委員会は、 各国政府がエアバス

に供与した「ローンチ・エイド」と呼ばれる機体の

売上によっては返済が免除される低利融資は輸出

補助金に該当するとのパネルの判断を覆し、かかる

補助金に輸出条件性はないと判断する一方、米国に

「著しい害」を生じさせたと認定した。この中で、

上級委員会は、提訴国は相手国の補助金の利益が悪

影響を生じさせた時点においても存在することを

立証する必要はないと判断し、悪影響が生じた時点

において補助金の利益は消滅していたとの の主

張を退けた。これを受け、 年 月 日、 は

勧告を履行したとの通報を行ったが、同月 日、

米国はこれには疑問があるとして に対して履行

確認パネルに先立つ二国間協議を申し込むととも

に、対抗措置の申請を行った。 は米国の対抗措置

申請額に対して異議を述べ、対抗措置額については

仲裁人に付託された。 年 月 日、米 間で

対抗措置額を決める仲裁手続よりも二国間協議を

先行させる旨の合意が成立した。
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第７章 補助金・相殺措置

の公有地で伐採された木材のコストが で定めら

れた基準を下回るという米国の訴えを退けた。米国

はこの判決に不満を示しながらも、今後もカナダの

動向を注視する旨を表明した。

なお、 の有効期間はもともと 年間であった

が、 年 月に 年まで 年間延長すること

で合意された。よって、 に関しては、ロンドン

国際仲裁裁判所へ更なる提訴がなされる可能性が

ある。

（６） の砂糖補助金に関する紛争

（ 、 、 ）

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（７）米国の綿花補助金に関する紛争

（ ）等

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（８）米国の輸出企業促進税制

（ ，旧 ）（ ）

米国は、国内で生産した物品を米国外で販売又は

リースを行う外国企業（外国販売会社（ ：

））が得る収入のうち、一定以上

の米国産品を含む輸出収入の一定部分を所得税の

課税対象から控除するとともに、米国の親会社が

から受け取る配当金についても所得税の対象か

ら控除していた。当該制度は、主に米国の親会社が

海外領等に設けた子会社を通じて輸出活動を行う

際に用いられていた。

は、 年 月、当該輸出免税制度が補助金

協定第 条で禁止されている輸出補助金及び国内産

品優先使用補助金に該当するとして、米国に対して

協定に基づく二国間協議を要請したが、問題の

解決に至らず、 年 月にパネルが設置された

（我が国は第三国として参加）。 年 月に、

パネルは、 制度の下における税控除は本協定上

の輸出補助金に該当するとして当該制度を 年

月までに廃止することを勧告した（他方、国内産

品優先使用補助金については、認定を行わなかっ

た）。 年 月、上級委員会はパネルの判断を支

持したため、米国は 年 月 日までに 制

度を撤廃することを表明し、 廃止及び改正法案

の審議を議会で開始、同年 月 日、 廃止法

案 並 びに 改正 法 （域 外所 得 排除 法、 ：

）

が大統領の署名を得て成立した。

この について、米国は、①商品（サービスを

含む）が米国内で生産されることを要件としていな

いことによって、税額控除対象の拡大が図られたた

め、輸出補助金に該当しない、②歳入法典を改正し、

一定の条件の下で生産された商品（サービスを含む）

を米国外で販売、リースすることによって得られた

所得に係る税額控除を歳入法典から除外すること

としたので、補助金協定上に定める補助金に該当し

ない旨を主張した。これに対し は、 は、①未

だ米国外での販売を条件付けており輸出補助金に

該当すること、② ％以上の米国コンテントを要件

としており国内産品優先補助金に該当すること、更

に③経過措置として 年 月以降も を継続

できるとしていることは、 年 月 日までに

廃止するとの決定に違反することから引き続き補

助金協定違反であると主張し、 第 条 に基

づき の 整合性を判断するパネル（第一回履

行パネル）の設置を求めた。また同時に、米国製品

に対する対抗措置候補リストを提出し対抗措置発

動に向けた準備を進めた。

年 月、第一回履行パネルは、 及び我が

国等の主張を全面的に認め、 は補助金協定及び

農業協定上禁止される輸出補助金に該当するとと

もに、ローカルコンテント要求は 第 条の内

国民待遇違反であると認定した。米国は、 月、税

額控除を受けるための方法が輸出に限定されない

ことから、必ずしも と輸出は直接的な因果関係

にあるのではないとして、 が輸出補助金にあた

らないと反論、上級委員会に上訴したものの、

年 月、上級委員会はパネルの判断を支持し、

を協定違反とする判断を下した。

を巡る最大の論点の つに、補助金協定と外

国源泉所得に対する二重課税防止との関係を巡る

問題がある。米国は、 は外国源泉所得に対する

二重課税防止を目的とした制度であり、係る制度は

補助金協定附属書 の注 （ ）において

認められていることから、禁止補助金である輸出補

助金には該当しないと強く主張していた。これに対

し、 及び我が国等は、 は を単に「化粧直

第 部 協定と主要ケース

不服として上級委に上訴した。 年 月 日、

上級委は、米国商務省の調査における補助金の計算

方法が協定違反とするパネルの判断は覆したもの

の、補助金の転嫁分析を怠ったことは 協定違反

であるとの報告書を示し、 月 日に 会合で

これらが採択された。米国商務省は、 の勧告及

び裁定に従う措置であるとして、 月 日に修正さ

れた相殺関税決定を発令し、また 月 日には第

回行政見直しの最終決定を発令した。カナダ政府

はこれらの措置を不服として、当該措置と 協定

との整合性等を判断するためのパネル設置を求め

た結果、 年 月 日、履行パネルが設置され

た。 月 日にパネル報告書、 月 日に上級委報

告書が配布され、米国商務省のこれらの措置は

協定に違反している等とする裁定がなされた。

なお、米国が行ったアンチ・ダンピング最終決定

についても、カナダ政府の要請により、 年 月

日にパネルが設置され（ ）、 年 月

日にパネル報告書、 月 日に上級委の報告書が示

された。その結果、米国商務省のダンピング最終決

定はゼロイングを適用したものであって 協定に

違反している等との裁定がなされた（ 月 日

会合で採択）。これを受けて、米国商務省は、

年 月 日、アンチ・ダンピング最終決定の修正

決定を発令したが、カナダはこの修正決定はなお

協定に違反しており、紛争解決機関の勧告及び

裁定に従った措置ではないと主張して、履行パネル

の設置を要請し、 年 月 日、履行パネルが設

置された。 年 月 日、米国の措置は に整

合的であり紛争解決手段の勧告及び策定に従った

ものである旨の履行パネル報告書が出されたため、

カナダは上級委員会に上訴した。同年 月 日に

上級委員会はパネルの結論を覆し、米国の措置は

協定違反であり勧告及び策定に従っていないと

する報告書を配布した。

また、 の損害認定についても 年 月

日にパネルが設置され（ ）、 年 月 日

には による調査は 協定違反である旨のパ

ネル報告書が示され、 年 月 日、 会合

にて採択された。これを受けて、 は、 年

月 日に修正決定を発令したが、カナダはこの

修正決定はなお 協定に違反しており、 の勧

告に従った措置ではないと主張して、 年 月

日、履行パネルが設置された。同年 月 日、

履行パネルは の修正決定は 協定には違反

していないとするパネル報告書を発出したため、カ

ナダは上級委員会に上訴した。 年 月 日に

上級委員会は報告書を配布し、 の修正決定は

協定違反であると認定し、米国の措置は の

勧告に従ったものであるというパネルの結論を破

棄する等の裁定を下した。

年 月 日、両国間で、本件紛争を包括的

に解決する合意（ソフトウッドランバー協定： ）

が締結され、同年 月 日に発効した。本合意に

は、米国がアンチ・ダンピング税及び相殺関税を遡

及的に撤廃し、 年度以降の累積課税額約 億

米ドルのうち、 億米ドルをカナダに返還（残る

億米ドルは、米国製材業界向けの資金等に充当）す

ること、また、本合意の有効期間内に新たな調査を

開始しないことが含まれている。一方、カナダは、

米国国内価格が一定水準を下回った際に、輸出税の

徴収若しくは輸出税と数量制限の併用のうちいず

れかの措置を採ることとなっている。具体的には、

輸出税率は軟材（針葉樹材）製品の月平均価格に連

動して ％から ％の間で段階的に設定される。ま

た、米国内のカナダ産木材市場シェアが低下した場

合等には、カナダは、徴収した輸出税を輸出者に還

付することになっている。

また、米国は、 年 月、カナダによる追加的

輸出管理措置発動の基準となる輸出量の決定にあ

たり、カナダが米国における消費量の減少を考慮に

入れていないことは合意に違反しているとして、救

済を求めてロンドン国際仲裁裁判所に提訴したが、

年 月、ロンドン国際仲裁裁判所は、米国の主

張を退けた。

並行して米国は、 年 月、ケベック州及びオ

ンタリオ州による減税や補助金交付が、カナダが合

意において行わない旨を約束した輸出管理措置の

迂回にあたるとして、ロンドン国際仲裁裁判所に提

訴を行ったが、同裁判所は、 年 月、カナダの

違反を認めた。カナダは、この仲裁に従い、同

年 月、オンタリオ州及びケベック州からの輸出に

対して追加輸出税を賦課し始めた。

米国は更に、 年 月、カナダのブリティッシ

ュ・コロンビア州内の公有地で伐採された木材のコ

ストが で定められた基準を下回るとしてロンド

ン国際仲裁裁判所に提訴し、 年 月 日、国

際仲裁裁判所は、ブリティッシュ・コロンビア州内
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の公有地で伐採された木材のコストが で定めら

れた基準を下回るという米国の訴えを退けた。米国

はこの判決に不満を示しながらも、今後もカナダの

動向を注視する旨を表明した。

なお、 の有効期間はもともと 年間であった

が、 年 月に 年まで 年間延長すること

で合意された。よって、 に関しては、ロンドン

国際仲裁裁判所へ更なる提訴がなされる可能性が

ある。

（６） の砂糖補助金に関する紛争

（ 、 、 ）

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（７）米国の綿花補助金に関する紛争

（ ）等

年版不公正貿易報告書 頁参照。

（８）米国の輸出企業促進税制

（ ，旧 ）（ ）

米国は、国内で生産した物品を米国外で販売又は

リースを行う外国企業（外国販売会社（ ：

））が得る収入のうち、一定以上

の米国産品を含む輸出収入の一定部分を所得税の

課税対象から控除するとともに、米国の親会社が

から受け取る配当金についても所得税の対象か

ら控除していた。当該制度は、主に米国の親会社が

海外領等に設けた子会社を通じて輸出活動を行う

際に用いられていた。

は、 年 月、当該輸出免税制度が補助金

協定第 条で禁止されている輸出補助金及び国内産

品優先使用補助金に該当するとして、米国に対して

協定に基づく二国間協議を要請したが、問題の

解決に至らず、 年 月にパネルが設置された

（我が国は第三国として参加）。 年 月に、

パネルは、 制度の下における税控除は本協定上

の輸出補助金に該当するとして当該制度を 年

月までに廃止することを勧告した（他方、国内産

品優先使用補助金については、認定を行わなかっ

た）。 年 月、上級委員会はパネルの判断を支

持したため、米国は 年 月 日までに 制

度を撤廃することを表明し、 廃止及び改正法案

の審議を議会で開始、同年 月 日、 廃止法

案 並 びに 改正 法 （域 外所 得 排除 法、 ：

）

が大統領の署名を得て成立した。

この について、米国は、①商品（サービスを

含む）が米国内で生産されることを要件としていな

いことによって、税額控除対象の拡大が図られたた

め、輸出補助金に該当しない、②歳入法典を改正し、

一定の条件の下で生産された商品（サービスを含む）

を米国外で販売、リースすることによって得られた

所得に係る税額控除を歳入法典から除外すること

としたので、補助金協定上に定める補助金に該当し

ない旨を主張した。これに対し は、 は、①未

だ米国外での販売を条件付けており輸出補助金に

該当すること、② ％以上の米国コンテントを要件

としており国内産品優先補助金に該当すること、更

に③経過措置として 年 月以降も を継続

できるとしていることは、 年 月 日までに

廃止するとの決定に違反することから引き続き補

助金協定違反であると主張し、 第 条 に基

づき の 整合性を判断するパネル（第一回履

行パネル）の設置を求めた。また同時に、米国製品

に対する対抗措置候補リストを提出し対抗措置発

動に向けた準備を進めた。

年 月、第一回履行パネルは、 及び我が

国等の主張を全面的に認め、 は補助金協定及び

農業協定上禁止される輸出補助金に該当するとと

もに、ローカルコンテント要求は 第 条の内

国民待遇違反であると認定した。米国は、 月、税

額控除を受けるための方法が輸出に限定されない

ことから、必ずしも と輸出は直接的な因果関係

にあるのではないとして、 が輸出補助金にあた

らないと反論、上級委員会に上訴したものの、

年 月、上級委員会はパネルの判断を支持し、

を協定違反とする判断を下した。

を巡る最大の論点の つに、補助金協定と外

国源泉所得に対する二重課税防止との関係を巡る

問題がある。米国は、 は外国源泉所得に対する

二重課税防止を目的とした制度であり、係る制度は

補助金協定附属書 の注 （ ）において

認められていることから、禁止補助金である輸出補

助金には該当しないと強く主張していた。これに対

し、 及び我が国等は、 は を単に「化粧直

第 部 協定と主要ケース

不服として上級委に上訴した。 年 月 日、

上級委は、米国商務省の調査における補助金の計算

方法が協定違反とするパネルの判断は覆したもの

の、補助金の転嫁分析を怠ったことは 協定違反

であるとの報告書を示し、 月 日に 会合で

これらが採択された。米国商務省は、 の勧告及

び裁定に従う措置であるとして、 月 日に修正さ

れた相殺関税決定を発令し、また 月 日には第

回行政見直しの最終決定を発令した。カナダ政府

はこれらの措置を不服として、当該措置と 協定

との整合性等を判断するためのパネル設置を求め

た結果、 年 月 日、履行パネルが設置され

た。 月 日にパネル報告書、 月 日に上級委報

告書が配布され、米国商務省のこれらの措置は

協定に違反している等とする裁定がなされた。

なお、米国が行ったアンチ・ダンピング最終決定

についても、カナダ政府の要請により、 年 月

日にパネルが設置され（ ）、 年 月

日にパネル報告書、 月 日に上級委の報告書が示

された。その結果、米国商務省のダンピング最終決

定はゼロイングを適用したものであって 協定に

違反している等との裁定がなされた（ 月 日

会合で採択）。これを受けて、米国商務省は、

年 月 日、アンチ・ダンピング最終決定の修正

決定を発令したが、カナダはこの修正決定はなお

協定に違反しており、紛争解決機関の勧告及び

裁定に従った措置ではないと主張して、履行パネル

の設置を要請し、 年 月 日、履行パネルが設

置された。 年 月 日、米国の措置は に整

合的であり紛争解決手段の勧告及び策定に従った

ものである旨の履行パネル報告書が出されたため、

カナダは上級委員会に上訴した。同年 月 日に

上級委員会はパネルの結論を覆し、米国の措置は

協定違反であり勧告及び策定に従っていないと

する報告書を配布した。

また、 の損害認定についても 年 月

日にパネルが設置され（ ）、 年 月 日

には による調査は 協定違反である旨のパ

ネル報告書が示され、 年 月 日、 会合

にて採択された。これを受けて、 は、 年

月 日に修正決定を発令したが、カナダはこの

修正決定はなお 協定に違反しており、 の勧

告に従った措置ではないと主張して、 年 月

日、履行パネルが設置された。同年 月 日、

履行パネルは の修正決定は 協定には違反

していないとするパネル報告書を発出したため、カ

ナダは上級委員会に上訴した。 年 月 日に

上級委員会は報告書を配布し、 の修正決定は

協定違反であると認定し、米国の措置は の

勧告に従ったものであるというパネルの結論を破

棄する等の裁定を下した。

年 月 日、両国間で、本件紛争を包括的

に解決する合意（ソフトウッドランバー協定： ）

が締結され、同年 月 日に発効した。本合意に

は、米国がアンチ・ダンピング税及び相殺関税を遡

及的に撤廃し、 年度以降の累積課税額約 億

米ドルのうち、 億米ドルをカナダに返還（残る

億米ドルは、米国製材業界向けの資金等に充当）す

ること、また、本合意の有効期間内に新たな調査を

開始しないことが含まれている。一方、カナダは、

米国国内価格が一定水準を下回った際に、輸出税の

徴収若しくは輸出税と数量制限の併用のうちいず

れかの措置を採ることとなっている。具体的には、

輸出税率は軟材（針葉樹材）製品の月平均価格に連

動して ％から ％の間で段階的に設定される。ま

た、米国内のカナダ産木材市場シェアが低下した場

合等には、カナダは、徴収した輸出税を輸出者に還

付することになっている。

また、米国は、 年 月、カナダによる追加的

輸出管理措置発動の基準となる輸出量の決定にあ

たり、カナダが米国における消費量の減少を考慮に

入れていないことは合意に違反しているとして、救

済を求めてロンドン国際仲裁裁判所に提訴したが、

年 月、ロンドン国際仲裁裁判所は、米国の主

張を退けた。

並行して米国は、 年 月、ケベック州及びオ

ンタリオ州による減税や補助金交付が、カナダが合

意において行わない旨を約束した輸出管理措置の

迂回にあたるとして、ロンドン国際仲裁裁判所に提

訴を行ったが、同裁判所は、 年 月、カナダの

違反を認めた。カナダは、この仲裁に従い、同

年 月、オンタリオ州及びケベック州からの輸出に

対して追加輸出税を賦課し始めた。

米国は更に、 年 月、カナダのブリティッシ

ュ・コロンビア州内の公有地で伐採された木材のコ

ストが で定められた基準を下回るとしてロンド

ン国際仲裁裁判所に提訴し、 年 月 日、国

際仲裁裁判所は、ブリティッシュ・コロンビア州内
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第７章 補助金・相殺措置

補助金規律強化の議論について

１．問題意識

補助金規律については、そもそも 年の関税

及び貿易に関する一般協定 年 第 条に

相殺関税に関する規律がある。また、第 条にお

いても、締約国に著しい害を与える補助金および輸

出補助金について一定の規律が与えられている。そ

の後、東京ラウンド交渉の結果として、 年に「関

税及び貿易に関する一般協定第 条、第 条及び

第 条の解釈及び適用に関する協定」（旧補助金

協定）が作成され、①一次産品以外の産品に対する

輸出補助金の交付を行わない義務、②輸出補助金以

外の補助金について、他の締約国の国内産業に対す

る損害等の悪影響を生じさせることのないよう努

める義務等が規定されたが、このとき輸出補助金や

補助金全般の定義等の規定は設けられなかった。

その後、 ウルグアイラウンドにおいて、補助

金の定義、分類、相殺関税の手続の精緻化について

交渉が行われ、マルチのルールとして 設立の際

に補助金協定として合意された。補助金協定につい

ては、 設立後のドーハ・ラウンドでも議論され

てきたが、ドーハ・ラウンドでの補助金交渉は、

年の第 回 閣僚会議（ ）の閣僚決定にお

いて、「 年の（次回）閣僚会議までに包括的か

つ効果的な規律に関する合意を採択することを目

的として交渉に建設的に取り組む」旨の合意がなさ

れた漁業補助金分野を除き、交渉は行き詰まってい

る。しかし、本報告書でも様々な分野で取り上げて

いるように、市場歪曲的な補助金こそが現下の問題

であり、その結果として過剰生産能力問題といった

現象が生まれているという認識が、国際的に広まり

つつある。

例えば、最近の 及び において、国際社会

は、過剰生産能力問題がグローバルな課題であり協

調した対応が必要であること、そして、政府や関連

機関による補助金その他の支援が市場を歪曲させ、

過剰生産能力問題の原因となっていることへの共

通認識を、繰り返し示している。

【 伊勢志摩サミット首脳宣言（ 年 月）

（抜粋）】

我々は、工業部門、特に鉄鋼における世界的な

過剰生産能力は、世界的な影響を伴う差し迫った

構造的課題であり、この問題は、市場を歪曲する

措置を取り除き、もって市場の機能を高めること

を通じて、緊急に対処する必要があると認識す

る。

【 杭州サミット首脳宣言（ 年 月）（抜

粋）】

我々は、鉄鋼及びその他の産業における過剰生

産能力が、共同の対応を必要とする世界的な課題

であると認識する。我々はまた、政府又は政府支

援の機関による補助金その他の支援措置が市場

の歪みを引き起こし、世界的な過剰生産能力をも

たらしうること及びそのための注目を必要とす

ることを認識する。

２．補助金ルール強化に向けた国際的な動き

① 、 （ ）、鉄鋼グローバルフォーラム、

等

このような 、 での動きを受けて、日米欧に

よる 年 月の第 回三極貿易大臣会合では、

国際的な補助金ルール強化の議論を三極で始め、同

年末までに国際的な交渉開始に向けた国内手続き

を始めることで合意した。

また、同年 月の ７サミットでも、国際的な補

助金ルール強化の交渉の同年開始を求めることで

合意した。

【第３回三極貿易大臣会合 共同声明（ 年

月）抜粋】

三閣僚は、産業補助金および国有企業に関する

より厳格なルールの策定の基礎を定める、添付の

共同スコーピング・ペーパーを支持した。これに

基づき、三閣僚は、作業を進め、交渉をその後速

やかに進めることに向けた各々の国内の必要な

諸手順を 年末までに開始する意思の表明に

合意した。三閣僚は、主要な貿易相手国が将来の

交渉に参加することの必要性を強調した。

第 部 協定と主要ケース

し」したものに過ぎず、輸出補助金であることは明

らかであること、また、 による税額控除の範囲

は選択的であり、二重課税防止を目的とした制度で

あるとの米国の主張は受け入れ難いことなど、米国

の主張に反論した。

本件の対抗措置の規模については、仲裁により、

年 月、 の主張である約 億ドルの金額が

認められた。

廃止法案である「米国雇用創出法」は、

年 月 日に大統領署名を得て成立した。これを

受けて は、同法が施行される 年 月 日に

対抗措置（ 年 月 日発動）を一時的に解除す

る一方、同法に関する履行パネル（第二回履行パネ

ル）の設置を要請し、同パネルは 年 月 日

に設置された。 は、① 廃止までの経過期間中

（ 年間） による利益の一部が継続すること（「経

過規定」）、② 年 月 日以前に締結された

契約については 法廃止後も利益の存続が認めら

れること（「祖父条項」）等が協定に不整合である

と主張した。これに対して米国は実体法上の反論は

行わず、第一回履行パネルが新たな勧告を行わずに

原手続の 勧告が有効であると述べたにとどまっ

たことを捉えて、第一回履行パネル・上級委員会の

勧告は 法に関連しないとの主張を行った。パネ

ルは米国の主張を退け、「米国雇用創出法」により

及び 補助金が存続する限りにおいて、米国

が 勧告を完全に実施したとはみなされないとの

判断を下し、 年 月 日に履行パネル報告書

が配布された。 年 月 日、上級委員会はパ

ネルの判断を全面的に支持し、米国は依然として

勧告に従っていないと結論づけた。

米国議会は同年 月、「米国雇用創出法」の祖父

条項を廃止する条項を含む減税法案を可決した。こ

れを受け は、対抗措置の停止期間を 月 日ま

で延長すること、また、 月 日までにブッシュ大

統領が減税法案に署名すれば、対抗措置の発動につ

いて定めた規則を 月 日をもって廃止すること

を規定する理事会規則を採択した。

月 日、ブッシュ大統領が同法案に署名を行っ

たことを受け、 の対抗措置の発動規則は同月

日をもって廃止された。
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補助金規律強化の議論について

１．問題意識

補助金規律については、そもそも 年の関税

及び貿易に関する一般協定 年 第 条に

相殺関税に関する規律がある。また、第 条にお

いても、締約国に著しい害を与える補助金および輸

出補助金について一定の規律が与えられている。そ

の後、東京ラウンド交渉の結果として、 年に「関

税及び貿易に関する一般協定第 条、第 条及び

第 条の解釈及び適用に関する協定」（旧補助金

協定）が作成され、①一次産品以外の産品に対する

輸出補助金の交付を行わない義務、②輸出補助金以

外の補助金について、他の締約国の国内産業に対す

る損害等の悪影響を生じさせることのないよう努

める義務等が規定されたが、このとき輸出補助金や

補助金全般の定義等の規定は設けられなかった。

その後、 ウルグアイラウンドにおいて、補助

金の定義、分類、相殺関税の手続の精緻化について

交渉が行われ、マルチのルールとして 設立の際

に補助金協定として合意された。補助金協定につい

ては、 設立後のドーハ・ラウンドでも議論され

てきたが、ドーハ・ラウンドでの補助金交渉は、

年の第 回 閣僚会議（ ）の閣僚決定にお

いて、「 年の（次回）閣僚会議までに包括的か

つ効果的な規律に関する合意を採択することを目

的として交渉に建設的に取り組む」旨の合意がなさ

れた漁業補助金分野を除き、交渉は行き詰まってい

る。しかし、本報告書でも様々な分野で取り上げて

いるように、市場歪曲的な補助金こそが現下の問題

であり、その結果として過剰生産能力問題といった

現象が生まれているという認識が、国際的に広まり

つつある。

例えば、最近の 及び において、国際社会

は、過剰生産能力問題がグローバルな課題であり協

調した対応が必要であること、そして、政府や関連

機関による補助金その他の支援が市場を歪曲させ、

過剰生産能力問題の原因となっていることへの共

通認識を、繰り返し示している。

【 伊勢志摩サミット首脳宣言（ 年 月）

（抜粋）】

我々は、工業部門、特に鉄鋼における世界的な

過剰生産能力は、世界的な影響を伴う差し迫った

構造的課題であり、この問題は、市場を歪曲する

措置を取り除き、もって市場の機能を高めること

を通じて、緊急に対処する必要があると認識す

る。

【 杭州サミット首脳宣言（ 年 月）（抜

粋）】

我々は、鉄鋼及びその他の産業における過剰生

産能力が、共同の対応を必要とする世界的な課題

であると認識する。我々はまた、政府又は政府支

援の機関による補助金その他の支援措置が市場

の歪みを引き起こし、世界的な過剰生産能力をも

たらしうること及びそのための注目を必要とす

ることを認識する。

２．補助金ルール強化に向けた国際的な動き

① 、 （ ）、鉄鋼グローバルフォーラム、

等

このような 、 での動きを受けて、日米欧に

よる 年 月の第 回三極貿易大臣会合では、

国際的な補助金ルール強化の議論を三極で始め、同

年末までに国際的な交渉開始に向けた国内手続き

を始めることで合意した。

また、同年 月の ７サミットでも、国際的な補

助金ルール強化の交渉の同年開始を求めることで

合意した。

【第３回三極貿易大臣会合 共同声明（ 年

月）抜粋】

三閣僚は、産業補助金および国有企業に関する

より厳格なルールの策定の基礎を定める、添付の

共同スコーピング・ペーパーを支持した。これに

基づき、三閣僚は、作業を進め、交渉をその後速

やかに進めることに向けた各々の国内の必要な

諸手順を 年末までに開始する意思の表明に

合意した。三閣僚は、主要な貿易相手国が将来の

交渉に参加することの必要性を強調した。

第 部 協定と主要ケース

し」したものに過ぎず、輸出補助金であることは明

らかであること、また、 による税額控除の範囲

は選択的であり、二重課税防止を目的とした制度で

あるとの米国の主張は受け入れ難いことなど、米国

の主張に反論した。

本件の対抗措置の規模については、仲裁により、

年 月、 の主張である約 億ドルの金額が

認められた。

廃止法案である「米国雇用創出法」は、

年 月 日に大統領署名を得て成立した。これを

受けて は、同法が施行される 年 月 日に

対抗措置（ 年 月 日発動）を一時的に解除す

る一方、同法に関する履行パネル（第二回履行パネ

ル）の設置を要請し、同パネルは 年 月 日

に設置された。 は、① 廃止までの経過期間中

（ 年間） による利益の一部が継続すること（「経

過規定」）、② 年 月 日以前に締結された

契約については 法廃止後も利益の存続が認めら

れること（「祖父条項」）等が協定に不整合である

と主張した。これに対して米国は実体法上の反論は

行わず、第一回履行パネルが新たな勧告を行わずに

原手続の 勧告が有効であると述べたにとどまっ

たことを捉えて、第一回履行パネル・上級委員会の

勧告は 法に関連しないとの主張を行った。パネ

ルは米国の主張を退け、「米国雇用創出法」により

及び 補助金が存続する限りにおいて、米国

が 勧告を完全に実施したとはみなされないとの

判断を下し、 年 月 日に履行パネル報告書

が配布された。 年 月 日、上級委員会はパ

ネルの判断を全面的に支持し、米国は依然として

勧告に従っていないと結論づけた。

米国議会は同年 月、「米国雇用創出法」の祖父

条項を廃止する条項を含む減税法案を可決した。こ

れを受け は、対抗措置の停止期間を 月 日ま

で延長すること、また、 月 日までにブッシュ大

統領が減税法案に署名すれば、対抗措置の発動につ

いて定めた規則を 月 日をもって廃止すること

を規定する理事会規則を採択した。

月 日、ブッシュ大統領が同法案に署名を行っ

たことを受け、 の対抗措置の発動規則は同月

日をもって廃止された。
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第７章 補助金・相殺措置

）の提言について議論。

・ 年は、 月に第 回会合を日本（千葉）

にて開催。

・主な議題は、補助金等（出資を含む）による支

援措置、暗号認証規制、拡大 （情報技術協定：

製品の関税撤廃を規定した協定）、通商、知

財、環境等。

・ 年の会合では、補助金等と暗号について

は、ワークショップを開催し、各国・地域の産業

界の自己評価に基づいて、具体的なプログラムの

透明性の向上について議論。各国・地域とも政府

が追加情報の説明を行ったが、中国の情報が必ず

しも十分ではなかったことから、来年以降もさら

に透明性を高めるため作業を行い、情報交換のプ

ロセスを継続強化することで合意。

②三極貿易大臣会合・補助金スコーピングペーパー

年 月 日に開催された第 回三極貿易大

臣会合において合意した、産業補助金の規律強化に

向けたスコーピング・ペーパーにおいても、より効

果的な補助金類ルールや透明性等に取り組む旨、合

意がなされた。

これを基に、現在、日米欧三極で 補助金ルー

ル強化に関する議論が進められている。

【補助金スコーピング・ペーパーの概要】

三極は、議論の開始にあたり以下について合

意。

１．より効果的な補助金ルールの必要性

最も有害な種類の補助金が完全に禁止される、

若しくは補助金を交付している国が商業上の害

を他国に対して及ぼさないことを証明する義務

を負うべきであること。

２．透明性を改善する必要性

加盟国が通知義務を完全に遵守するため

の直接的または間接的なインセンティブを構築

すること。

３．公的機関 国有企業の問題をより良く対処す

る必要性

4 USMCA、日 EUEPA とも適用範囲を協定で定めており、対象範囲が WTO 補助金協定と異なることに留意が必要である。 
5 USTR, Agreement between the United States of America, the United Mexican States, and Canada Text, 
(https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/USMCA/Text/22_State-Owned_Enterprises.pdf)  
6 平成 30 年版通商白書、第Ⅱ部 分析編：大きく転換するグローバル経済、第 2 節 世界的な過剰生産能力問題への対応 
(http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2018/pdf/02-02-02.pdf)  

ある機関が「公的機関」であると特徴づけられ

るための基礎、公的機関と位置付けられない企業

による政府の影響を受けた市場歪曲的行動にど

のように対処するのか、そして透明性の向上を含

めた公的機関 国有企業についての追加的な義務

及びルール、について議論すること。

③最近の における補助金規律

年 月 日に署名された では、以

下の通り、国有企業章第 条において新たな禁

止補助金３類型が合意されている。

・国営企業（ ）又は国有企業によ

る、信用力のない国有企業に対する融資・融資保証

・締約国、国営企業又は国有企業による、信用性を

有する再建計画がない中での、破産している又は破

産寸前の国有企業に対する非商業的援助

・締約国、国営企業又は国有企業による、民間投資

家の通常の投資実務から逸脱した、国有企業に対す

るデット・エクイティー・スワップ

年 月に署名された日 補助金章第

条においても、以下の 類型の補助金であって、両

締約国間の貿易又は投資に著しい悪影響を及ぼし

ており、又は及ぼすおそれがあるものについては禁

止補助金として規定されている。

・法的制度その他の制度であって、政府又は公的

機関が保証の金額及び期間に関するいかなる制限

も付することなく企業の債務を保証する責任を負

うもの

・経営不振又は支払不能に陥った企業であって信頼

性のある再建計画を作成していないものを再建す

るための補助金

３．検討課題

（１）問題となりうる補助金類型①

平成 年版通商白書 では、中国鉄鋼産業の発展

経緯について、 年末時点で上場の鉄鋼企業

社の財務報告書等を用いて、以下の つの期間に区

分して分析している。

第 部 協定と主要ケース

【 シャルルボワ・サミット首脳宣言（ 年

月）（抜粋）】

我々は、真に公平な競争条件を促進するため、

特に市場指向的ではない政策・慣行及び強制的な

技術移転又はサイバーによる窃取等の不適切な

知的財産権の保護に対処し、既存の国際ルールの

執行及び必要な場合は新たなルール構築のため

に協働する。我々は、市場歪曲的な産業補助金及

び国有企業による貿易歪曲的な行動に関するよ

り強固な国際ルールの構築のための交渉の本年

開始を求める。

鉄鋼の過剰供給と補助金の問題については、鉄鋼

グローバル・フォーラムでも議論されている。また、

半導体における補助金の問題については、半導体政

府 当 局 会 合 （

） においても議論され

ている。これらは必ずしも、拘束力のある規律を定

めることを直接の目的としている枠組みではない

が、それがゆえに政府等による支援措置の望ましい

あり方について各国が率直に議論し、共通理解を深

める役割が期待される。

【鉄鋼グローバル・フォーラムの概要】

・ 年の 杭州首脳宣言に基づき、 年

月に設立されて以来、 か国・地域が参加し、

年 月までに 回の閣僚会合と 回の事務

レベルの会合を開催。各国の生産能力及び政府支

援措置に係る情報共有が行われるとともに、政策

的解決策について議論を実施。

＜ 年 月 杭州首脳宣言 抜粋＞

我々は 構成国と関心ある 加盟国の積

極的な参加を得つつ によって支援される鉄

鋼の過剰生産能力に関するグローバル・フォーラ

ムの設立を通じた情報共有と協力の促進を求め

る。

・ 年 月 日には、ベルリンにて第１回

閣僚会合が開催され、各国が実施すべき つの原

則を含む、１年間の成果を報告書として取りまと

めた。

＜鉄鋼グローバル・フォーラム閣僚会合で合意し

た６原則＞

①グローバルな課題と集団的な解決策：鉄鋼の過

剰生産能力は、市場機能の強化と能力削減のため

の解決策を必要とする世界的な課題。

②市場歪曲的な政策支援措置の除去：政府及び関

連機関による市場歪曲的な支援措置（非経済的な

生産設備の維持、当該支援がなければ実現しない

新規投資等への支援）を除去すべき。

③公平な競争条件の確保：国有企業か民間企業か

に関わらず、同等の規制（破産手続きを含む）に

従い、公平な競争条件（レベル・プレーイング・

フィールド）を確保すべき。

④市場機能の確保：新規投資、生産、貿易のフロ

ーは、市場に基づく需給条件を反映すべき。

⑤生産削減による構造調整の促進：構造調整を促

進する一方、労働者とコミュニティに対する社会

的コストを最小化する政策を推進すべき。

⑥透明性の向上：メンバー間での定期的な情報共

有（年 回）を行うとともに、当該情報に基づく

レビュー（分析、評価、議論）（最低年 回）を

通じて透明性の向上を図る。

・また、 年 月 日には、パリにて第 回

閣僚会合が開催され、①さらなる過剰生産能力の

削減に向け、共同で取り組むべき行動が必要であ

ること、②市場歪曲的な政府支援措置の特定及び

その除去に向けた取組みを継続的に実施するこ

とを内容とする閣僚報告書が採択された。

・ 年 月、日本は 議長国としてグロー

バル・フォーラムの議長に就任。また、 年

月の ブエノスアイレス首脳宣言において

年 月までに首脳への進捗状況の報告が求

められたことを踏まえ、早速 月に東京にて

回目の事務レベル会合を開催。各国の鉄鋼生産能

力の詳細データや政府支援策について、メンバー

国相互のレビューを実施するとともに、 年

月に次回会合を開催することに合意。引き続

き、レビューを通じて実態を解明し、各国に具体

的行動を促していく。

【 の概要】

・ は、半導体生産国の日米欧中韓台からな

る半導体に関する政府・当局間の会合。

・ 年開始以降毎年開催され、半導体に関す

る国際的論点について産業界である （
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）の提言について議論。

・ 年は、 月に第 回会合を日本（千葉）

にて開催。

・主な議題は、補助金等（出資を含む）による支

援措置、暗号認証規制、拡大 （情報技術協定：

製品の関税撤廃を規定した協定）、通商、知

財、環境等。

・ 年の会合では、補助金等と暗号について

は、ワークショップを開催し、各国・地域の産業

界の自己評価に基づいて、具体的なプログラムの

透明性の向上について議論。各国・地域とも政府

が追加情報の説明を行ったが、中国の情報が必ず

しも十分ではなかったことから、来年以降もさら

に透明性を高めるため作業を行い、情報交換のプ

ロセスを継続強化することで合意。

②三極貿易大臣会合・補助金スコーピングペーパー

年 月 日に開催された第 回三極貿易大

臣会合において合意した、産業補助金の規律強化に

向けたスコーピング・ペーパーにおいても、より効

果的な補助金類ルールや透明性等に取り組む旨、合

意がなされた。

これを基に、現在、日米欧三極で 補助金ルー

ル強化に関する議論が進められている。

【補助金スコーピング・ペーパーの概要】

三極は、議論の開始にあたり以下について合

意。

１．より効果的な補助金ルールの必要性

最も有害な種類の補助金が完全に禁止される、

若しくは補助金を交付している国が商業上の害

を他国に対して及ぼさないことを証明する義務

を負うべきであること。

２．透明性を改善する必要性

加盟国が通知義務を完全に遵守するため

の直接的または間接的なインセンティブを構築

すること。

３．公的機関 国有企業の問題をより良く対処す

る必要性

4 USMCA、日 EUEPA とも適用範囲を協定で定めており、対象範囲が WTO 補助金協定と異なることに留意が必要である。 
5 USTR, Agreement between the United States of America, the United Mexican States, and Canada Text, 
(https://ustr.gov/sites/default/files/files/agreements/FTA/USMCA/Text/22_State-Owned_Enterprises.pdf)  
6 平成 30 年版通商白書、第Ⅱ部 分析編：大きく転換するグローバル経済、第 2 節 世界的な過剰生産能力問題への対応 
(http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2018/pdf/02-02-02.pdf)  

ある機関が「公的機関」であると特徴づけられ

るための基礎、公的機関と位置付けられない企業

による政府の影響を受けた市場歪曲的行動にど

のように対処するのか、そして透明性の向上を含

めた公的機関 国有企業についての追加的な義務

及びルール、について議論すること。

③最近の における補助金規律

年 月 日に署名された では、以

下の通り、国有企業章第 条において新たな禁

止補助金３類型が合意されている。

・国営企業（ ）又は国有企業によ

る、信用力のない国有企業に対する融資・融資保証

・締約国、国営企業又は国有企業による、信用性を

有する再建計画がない中での、破産している又は破

産寸前の国有企業に対する非商業的援助

・締約国、国営企業又は国有企業による、民間投資

家の通常の投資実務から逸脱した、国有企業に対す

るデット・エクイティー・スワップ

年 月に署名された日 補助金章第

条においても、以下の 類型の補助金であって、両

締約国間の貿易又は投資に著しい悪影響を及ぼし

ており、又は及ぼすおそれがあるものについては禁

止補助金として規定されている。

・法的制度その他の制度であって、政府又は公的

機関が保証の金額及び期間に関するいかなる制限

も付することなく企業の債務を保証する責任を負

うもの

・経営不振又は支払不能に陥った企業であって信頼

性のある再建計画を作成していないものを再建す

るための補助金

３．検討課題

（１）問題となりうる補助金類型①

平成 年版通商白書 では、中国鉄鋼産業の発展

経緯について、 年末時点で上場の鉄鋼企業

社の財務報告書等を用いて、以下の つの期間に区

分して分析している。

第 部 協定と主要ケース

【 シャルルボワ・サミット首脳宣言（ 年

月）（抜粋）】

我々は、真に公平な競争条件を促進するため、

特に市場指向的ではない政策・慣行及び強制的な

技術移転又はサイバーによる窃取等の不適切な

知的財産権の保護に対処し、既存の国際ルールの

執行及び必要な場合は新たなルール構築のため

に協働する。我々は、市場歪曲的な産業補助金及

び国有企業による貿易歪曲的な行動に関するよ

り強固な国際ルールの構築のための交渉の本年

開始を求める。

鉄鋼の過剰供給と補助金の問題については、鉄鋼

グローバル・フォーラムでも議論されている。また、

半導体における補助金の問題については、半導体政

府 当 局 会 合 （

） においても議論され

ている。これらは必ずしも、拘束力のある規律を定

めることを直接の目的としている枠組みではない

が、それがゆえに政府等による支援措置の望ましい

あり方について各国が率直に議論し、共通理解を深

める役割が期待される。

【鉄鋼グローバル・フォーラムの概要】

・ 年の 杭州首脳宣言に基づき、 年

月に設立されて以来、 か国・地域が参加し、

年 月までに 回の閣僚会合と 回の事務

レベルの会合を開催。各国の生産能力及び政府支

援措置に係る情報共有が行われるとともに、政策

的解決策について議論を実施。

＜ 年 月 杭州首脳宣言 抜粋＞

我々は 構成国と関心ある 加盟国の積

極的な参加を得つつ によって支援される鉄

鋼の過剰生産能力に関するグローバル・フォーラ

ムの設立を通じた情報共有と協力の促進を求め

る。

・ 年 月 日には、ベルリンにて第１回

閣僚会合が開催され、各国が実施すべき つの原

則を含む、１年間の成果を報告書として取りまと

めた。

＜鉄鋼グローバル・フォーラム閣僚会合で合意し

た６原則＞

①グローバルな課題と集団的な解決策：鉄鋼の過

剰生産能力は、市場機能の強化と能力削減のため

の解決策を必要とする世界的な課題。

②市場歪曲的な政策支援措置の除去：政府及び関

連機関による市場歪曲的な支援措置（非経済的な

生産設備の維持、当該支援がなければ実現しない

新規投資等への支援）を除去すべき。

③公平な競争条件の確保：国有企業か民間企業か

に関わらず、同等の規制（破産手続きを含む）に

従い、公平な競争条件（レベル・プレーイング・

フィールド）を確保すべき。

④市場機能の確保：新規投資、生産、貿易のフロ

ーは、市場に基づく需給条件を反映すべき。

⑤生産削減による構造調整の促進：構造調整を促

進する一方、労働者とコミュニティに対する社会

的コストを最小化する政策を推進すべき。

⑥透明性の向上：メンバー間での定期的な情報共

有（年 回）を行うとともに、当該情報に基づく

レビュー（分析、評価、議論）（最低年 回）を

通じて透明性の向上を図る。

・また、 年 月 日には、パリにて第 回

閣僚会合が開催され、①さらなる過剰生産能力の

削減に向け、共同で取り組むべき行動が必要であ

ること、②市場歪曲的な政府支援措置の特定及び

その除去に向けた取組みを継続的に実施するこ

とを内容とする閣僚報告書が採択された。

・ 年 月、日本は 議長国としてグロー

バル・フォーラムの議長に就任。また、 年

月の ブエノスアイレス首脳宣言において

年 月までに首脳への進捗状況の報告が求

められたことを踏まえ、早速 月に東京にて

回目の事務レベル会合を開催。各国の鉄鋼生産能

力の詳細データや政府支援策について、メンバー

国相互のレビューを実施するとともに、 年

月に次回会合を開催することに合意。引き続

き、レビューを通じて実態を解明し、各国に具体

的行動を促していく。

【 の概要】

・ は、半導体生産国の日米欧中韓台からな

る半導体に関する政府・当局間の会合。

・ 年開始以降毎年開催され、半導体に関す

る国際的論点について産業界である （
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か不利益を受けるような通報ルールの強化が必要

であることから、日本は米欧と共に、 年 月

の 物品委員会において、 の運用改善策の一

環として通報義務への罰則導入を提案している。加

えて、三極でも補助金に透明性に特化した議論を行

っているところ、 審査等 事務局等を通じた

情報収集分析能力の強化、補助金委員会における監

視機能等も含め、通報義務の履行を強化するような

取り組みが必要である。

また、 や、日 で見られるように、近

年、 補助金協定を超えて、市場歪曲効果をもた

らす可能性が高いと思われる一定の補助金類型に

ついて禁止補助金としているものが出てきている

が、このような取り組みは、既存の補助金協定では

とらえることが難しい補助金に対処しようとする

試みであり、今後の における補助金規律強化に

向けた議論においても参考になると考えられる。

第 部 協定と主要ケース

① 中国が 加盟を行い同国の国際市場への参入

が加速した 年以降から、鉄鋼輸入超過最後の

年である 年までの期間

② 鉄鋼輸出超過国へ転換した 年から、「 兆

元の景気対策」の最終年となる 年までの期間

③ 「 兆元の景気対策」後の 年から、赤字企

業が増大し、政府補助金の投入額がピークに達した

年までの期間

④ 粗鋼生産能力が減少し始める 年以降。

②の期間において、銀行による低利融資の拡大を

背景として、中国鉄鋼企業の借入金と生産能力が拡

大し、③の期間において、国内需要の伸び悩みに伴

い、生産設備の稼働率は 年以降 ％を下回り、

また純輸出額も増加した。鉄鋼市場の不況に伴って、

年には鉄鋼上場企業の約半数が営業赤字とな

り、同年には政府補助額が大きく拡大したと分析し

ている。 年から中国政府は、鉄鋼業における過

剰生産能力削減政策を実施し、一定の効果が出てい

ることも関係している。

鉄鋼の過剰供給問題をめぐる上記の分析を踏ま

えると、次のような因果関係が存在している可能性

がある。つまり、生産能力拡大後の国内需要の伸び

悩みにより、企業の利益率が低下し、財務状況も悪

くなる。このとき、政府が補助金を出すことによっ

て、本来なら市場から退出すべき企業が退出しなく

なる。もしくは何らかのリストラや生産調整を行わ

ず、企業が生産を維持すると、生産が過剰なまま継

続され、需要を上回る供給が続き、輸出されること

になる。結果的に、世界的に市場価格が不当に低く

抑えられるという形で市場が歪曲された可能性が

ある。

（２）問題となりうる補助金類型②：

平成 年版通商白書 では、新たな過剰生産能力

問題の可能性として、中国の集積回路産業について、

前述の鉄鋼産業と同様の手法で動向分析を行って

いる。通商白書によれば、中国における政府補助金

や企業の借入金に加えて、投資基金の投資額等、政

策資源が 年以降急速に拡大し、これに伴い、

固定資産額は 年から 年にかけて急激に上

7 同上。 
8 REUTERS 焦点：中国と台湾の半導体協業に強まる疑念、貿易摩擦の激化で (https://jp.reuters.com/article/china-taiwan-chi-analysis-
idJPKCN1NC0FE) 2018 年 11 月 7 日付 
9 WTO のレポート(G/SCM/W/546/Rev.9 9)によれば、2017 年に通報をした国は、164 加盟国中、58 か国である。 

昇していると分析している。

他方、集積回路については、現在の時点では、国

内の生産能力が十分ではなく、かなりの程度を輸入

しており、その輸入金額は、中国の原油輸入額も上

回っているともいわれている 。現時点では、必要な

需要を満たすため投資でもあり、投資過剰供給との

関係については、今後の状況を注視するとともに、

さらなる分析が必要である。

４．今後について

上記の通り、補助金規律強化に関する様々な国際

的取り組みが始まっている。 補助金協定では、

禁止補助金として、輸出補助金と国産品を優先して

使用することを条件とした補助金を規定している。

また特定性がありかつ加盟国の利益に悪影響を及

ぼす補助金は、相殺関税措置の対象となっているが、

現行の補助金協定では規律できていない市場歪曲

的補助金は何か、禁止されるべき補助金は何かにつ

いて、今後も議論を継続していく必要がある。また、

補助金交付の内外差別性についても、既存の国産品

を優先して使用することを条件とした補助金を禁

止する規定で十分かどうかについても検討に値す

る。

このほか、「 ルールの概観 」でも記載の

通り、補助金協定上、税控除や低利融資、政府系フ

ァンドによる出資等の措置が補助金に該当するか

どうかは、補助金の出し手が、政府または公的機関

に該当するかどうか、仮に政府または公的機関に該

当する場合、当該措置が「市場価格」と比較して、

「利益」があるかどうかで決まるが、国の経済の大

部分が国有企業で占められており、それらの企業に

対し政府から多額の補助金が供与されている場合

において、「公的機関」性や、何が「市場価格」な

のかを立証することは容易ではなく、今後さらに議

論を深めていくことが必要である。

さらに、補助金の透明性の問題についても、

年版不公正貿易報告書でも取り上げたところだが、

に対する補助金通報義務を怠っても特段の不利

益がないため、通報制度が十分に機能していない 。

これらを踏まえると、通報しない場合には、何ら
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か不利益を受けるような通報ルールの強化が必要
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環として通報義務への罰則導入を提案している。加

えて、三極でも補助金に透明性に特化した議論を行

っているところ、 審査等 事務局等を通じた

情報収集分析能力の強化、補助金委員会における監

視機能等も含め、通報義務の履行を強化するような

取り組みが必要である。

また、 や、日 で見られるように、近

年、 補助金協定を超えて、市場歪曲効果をもた

らす可能性が高いと思われる一定の補助金類型に

ついて禁止補助金としているものが出てきている

が、このような取り組みは、既存の補助金協定では

とらえることが難しい補助金に対処しようとする

試みであり、今後の における補助金規律強化に

向けた議論においても参考になると考えられる。

第 部 協定と主要ケース

① 中国が 加盟を行い同国の国際市場への参入

が加速した 年以降から、鉄鋼輸入超過最後の

年である 年までの期間

② 鉄鋼輸出超過国へ転換した 年から、「 兆

元の景気対策」の最終年となる 年までの期間

③ 「 兆元の景気対策」後の 年から、赤字企

業が増大し、政府補助金の投入額がピークに達した

年までの期間

④ 粗鋼生産能力が減少し始める 年以降。

②の期間において、銀行による低利融資の拡大を

背景として、中国鉄鋼企業の借入金と生産能力が拡

大し、③の期間において、国内需要の伸び悩みに伴

い、生産設備の稼働率は 年以降 ％を下回り、

また純輸出額も増加した。鉄鋼市場の不況に伴って、

年には鉄鋼上場企業の約半数が営業赤字とな

り、同年には政府補助額が大きく拡大したと分析し

ている。 年から中国政府は、鉄鋼業における過

剰生産能力削減政策を実施し、一定の効果が出てい

ることも関係している。

鉄鋼の過剰供給問題をめぐる上記の分析を踏ま

えると、次のような因果関係が存在している可能性

がある。つまり、生産能力拡大後の国内需要の伸び

悩みにより、企業の利益率が低下し、財務状況も悪

くなる。このとき、政府が補助金を出すことによっ

て、本来なら市場から退出すべき企業が退出しなく

なる。もしくは何らかのリストラや生産調整を行わ

ず、企業が生産を維持すると、生産が過剰なまま継

続され、需要を上回る供給が続き、輸出されること

になる。結果的に、世界的に市場価格が不当に低く

抑えられるという形で市場が歪曲された可能性が

ある。

（２）問題となりうる補助金類型②：

平成 年版通商白書 では、新たな過剰生産能力

問題の可能性として、中国の集積回路産業について、

前述の鉄鋼産業と同様の手法で動向分析を行って

いる。通商白書によれば、中国における政府補助金

や企業の借入金に加えて、投資基金の投資額等、政

策資源が 年以降急速に拡大し、これに伴い、

固定資産額は 年から 年にかけて急激に上

7 同上。 
8 REUTERS 焦点：中国と台湾の半導体協業に強まる疑念、貿易摩擦の激化で (https://jp.reuters.com/article/china-taiwan-chi-analysis-
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昇していると分析している。

他方、集積回路については、現在の時点では、国

内の生産能力が十分ではなく、かなりの程度を輸入

しており、その輸入金額は、中国の原油輸入額も上

回っているともいわれている 。現時点では、必要な

需要を満たすため投資でもあり、投資過剰供給との

関係については、今後の状況を注視するとともに、
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禁止補助金として、輸出補助金と国産品を優先して

使用することを条件とした補助金を規定している。
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ぼす補助金は、相殺関税措置の対象となっているが、
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止する規定で十分かどうかについても検討に値す

る。

このほか、「 ルールの概観 」でも記載の
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ァンドによる出資等の措置が補助金に該当するか

どうかは、補助金の出し手が、政府または公的機関
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当する場合、当該措置が「市場価格」と比較して、

「利益」があるかどうかで決まるが、国の経済の大

部分が国有企業で占められており、それらの企業に

対し政府から多額の補助金が供与されている場合

において、「公的機関」性や、何が「市場価格」な

のかを立証することは容易ではなく、今後さらに議

論を深めていくことが必要である。

さらに、補助金の透明性の問題についても、

年版不公正貿易報告書でも取り上げたところだが、

に対する補助金通報義務を怠っても特段の不利

益がないため、通報制度が十分に機能していない 。
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